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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第60期 第61期 第62期 第63期 第64期

決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

売上高 (百万円) 62,598 71,589 59,365 64,818 75,602

経常利益 (百万円) 489 3,705 1,943 2,178 3,551

当期純利益 (百万円) 326 3,283 1,715 1,886 3,705

包括利益 (百万円) ― ― 1,705 1,887 3,720

純資産額 (百万円) 5,065 8,349 8,544 8,801 11,344

総資産額 (百万円) 48,069 50,348 47,339 49,597 48,106

１株当たり純資産額 (円) △32.07 △4.27 8.77 31.50 51.34

１株当たり当期純利益金額 (円) 2.30 22.48 11.85 10.54 19.36

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

(円) 0.77 10.72 5.80 7.19 16.00

自己資本比率 (％) 10.5 16.6 18.1 17.7 23.6

自己資本利益率 (％) 6.6 49.0 20.3 21.7 36.8

株価収益率 (倍) 13.04 2.58 7.51 6.26 4.24

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,040 6,372 1,217 2,945 4,796

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,184 △997 △361 △130 △608

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △794 △1,580 △2,525 △2,610 △4,828

現金及び現金同等物の
期末残高

(百万円) 880 4,675 3,006 3,206 2,566

従業員数
(人)

865 860 840 824 797

〔外、平均臨時雇用者数〕 〔   230〕〔   236〕〔   240〕〔   245〕〔   251〕

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　△印はマイナスを示しております。

３　第63期より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号 平成22年６月30日）、「１株

当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号 平成22年６月30日公表

分）および「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号 平成22年６月30日）

を適用したため、第62期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては、当該会計方針の変更を

反映した遡及処理後の数値を記載しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第60期 第61期 第62期 第63期 第64期

決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

売上高 (百万円) 61,624 70,922 58,497 63,367 74,464

経常利益 (百万円) 376 3,563 1,805 1,982 3,348

当期純利益 (百万円) 243 3,230 1,639 1,819 3,558

資本金 (百万円) 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

発行済株式総数

(千株)

142,553146,772143,802192,902190,572

(内、普通株式) (124,453)(128,972)(128,972)(187,072)(187,072)

(内、Ａ種優先株式) (  6,000)(　6,000)(　5,000)(　4,000)(　3,500)

(内、Ｂ種優先株式) ( 12,100)( 11,800)(　9,830)(　1,830)(　 　―)

純資産額 (百万円) 4,715 7,947 8,066 8,267 10,662

総資産額 (百万円) 47,676 49,933 46,986 49,178 47,697

１株当たり純資産額 (円) △34.88 △7.40 5.06 28.64 47.70

１株当たり配当額
(円)

― ― ― ― ―

〔うち１株当たり中間配当額〕 〔 　　―〕 〔 　　―〕 〔 　　―〕 〔 　　―〕 〔 　　―〕

１株当たり当期純利益金額 (円) 1.71 22.11 11.32 10.17 18.60

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

(円) 0.57 10.55 5.54 6.94 15.37

自己資本比率 (％) 9.9 15.9 17.2 16.8 22.4

自己資本利益率 (％) 5.3 51.0 20.5 22.3 37.6

株価収益率 (倍) 17.54 2.62 7.86 6.49 4.41

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

従業員数
(人)

851 850 831 812 781

〔外、平均臨時雇用者数〕 〔   206〕〔   205〕〔   210〕〔   209〕〔   214〕

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　△印はマイナスを示しております。

３　第63期より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号 平成22年６月30日）、「１株

当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号 平成22年６月30日公表

分）および「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号 平成22年６月30日）

を適用したため、第62期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては、当該会計方針の変更を

反映した遡及処理後の数値を記載しております。
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２ 【沿革】

当社は昭和25年１月に世紀建設工業株式会社として設立されました。その後、昭和37年４月に世紀建設株
式会社と商号変更をいたしました。昭和57年５月に東急建設株式会社の子会社であった東急道路株式会社
と合併し、世紀東急工業株式会社と商号変更をいたしました。
当社の設立後の変遷は次のとおりであります。
 昭和25年１月世紀建設工業株式会社を資本金１百万円にて設立
 同 25年２月建設業法による建設大臣登録第1499号登録完了(以後２年ごとに登録更新)
 同 37年４月世紀建設株式会社に商号変更
 同 41年１月札幌支店(平成13年４月より北海道支店)、仙台支店(平成２年６月より東北支店)、

北陸支店、東京支店、名古屋支店、大阪支店、広島支店(平成２年６月より中国支店)
および福岡支店(平成２年６月より九州支店)を設置

 同 48年９月東京証券取引所市場第二部へ株式上場
 同 　年10月建設業法改正により建設大臣許可(特―48)第1962号の許可を受ける(以後３年ごと

(平成９年以後は５年ごと)に許可更新)
 同 55年５月宅地建物取引業法による建設大臣免許(1)第2810号を取得(以後３年ごとに平成16

年まで免許更新)
 同 57年５月東急道路株式会社と合併し世紀東急工業株式会社に商号変更
 同 　年５月 東関東支店および横浜支店を設置
 同 　年11月東京証券取引所市場第一部へ指定替え
 同 60年７月定款の一部を変更し、事業目的にスポーツ施設の経営ならびに会員券の売買および

仲介を追加
 同 　年８月 東京支店を東京支社に名称変更
 平成元年４月 四国支店を設置
 同 　年６月 定款の一部を変更し、事業目的に産業廃棄物の処理に係る事業およびその再生製品

の製造、販売ならびに土木建築工事用機械器具の製造、修理、販売および賃貸を追加

 同 ２年４月藤川建設株式会社(現 エスティ建材株式会社・連結子会社)の全株式取得
 同 　年12月エス・ティ・マシーナリー・サービス株式会社(現 エス・ティ・サービス株式会

社・連結子会社)を設立
 同 ５年４月開発事業部、建築事業部および関東製販部を本社機構から支社店・事業部機構へ移

行し、関東製販部を関東合材事業部に名称変更
 同 ６年４月東京支社関東支店を東京支社より分離独立し、支店機構の関東支店(平成12年４月

より北関東支店)として設置、また東京支社を東京支店に名称変更
 同 　年６月 定款の一部を変更し、事業目的の産業廃棄物の処理に係る事業およびその再生製品

の製造、販売を、産業廃棄物の収集、運搬および処分ならびに産業廃棄物の再生製品
の製造、販売に変更

 同 ７年４月開発事業部を廃止
 同 　年９月 新世紀工業株式会社(現 連結子会社)の全株式取得
 同 10年４月関東合材事業部を廃止
 同 11年４月東京支店および横浜支店を管轄する関東西南支店(平成12年４月より関東第一支

店)を設置
 同 12年４月東関東支店および北関東支店を管轄する関東第二支店ならびに沖縄支店を設置
 同 14年４月東京支店、横浜支店、東関東支店および北関東支店を廃止
 同 　年４月 中国支店および四国支店を管轄する中四国支店を設置
 同 15年２月関東第二支店に千葉支店を設置
 同 　年４月 関東第一支店および関東第二支店を廃止し、関東支店を設置、また千葉支店を関東

支店の管轄に変更
 同 　年４月 大阪支店および中四国支店を廃止し、関西支店を設置、また中国支店および四国支

店を関西支店の管轄に変更
 同 　年４月 沖縄支店を九州支店の管轄に変更
 同 　年４月 建築事業部を廃止
 同 16年４月宅地建物取引業法による東京都知事免許(1)第83097号を取得(以後５年ごとに免許

更新)
 同 18年４月関東支店を本社に編入し、北関東支店、東関東支店、東京支店、横浜支店、関東製販事

業部を設置
 同 　年４月
 

関西支店を分割し、関西支店、中国支店を設置、また四国支店を中国支店の管轄に変
更

 同 21年４月四国支店を廃止
 同 23年１月沖縄支店を廃止
 同 23年４月関東支店を設置
 同　 年４月 中国支店を関西支店の管轄に変更

　

EDINET提出書類

世紀東急工業株式会社(E00176)

有価証券報告書

  4/106



　

３ 【事業の内容】

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、舗装・土木を主とする建設事業及び舗装資材の製造販売
等を営んでいる当社（世紀東急工業㈱）、子会社６社、関連会社２社及びその他の関係会社２社で構成され
ております。
　当社グループ各社の主な事業内容と当該事業における位置付けは次のとおりであります。
なお、当社グループは東京急行電鉄㈱を中心とする東急グループの一員であります。

　　 建設事業………… 当社と子会社であるやまびこ工業㈱、みちのく工業㈱、新世紀工業㈱及び中外エン
ジニアリング㈱、関連会社であるガルフシール工業㈱が営んでおります。
その他の関係会社である東急建設㈱及び東京急行電鉄㈱からは、工事の一部を受
注しております。

舗装資材製造……
販売事業

当社と子会社である新世紀工業㈱、エスティ建材㈱及び関連会社である能登アス
コン㈱が営んでおります。
新世紀工業㈱、エスティ建材㈱及び能登アスコン㈱からは製造された舗装資材の
一部を購入し、また、当社からも新世紀工業㈱へ同様の製品の一部を販売しており
ます。

その他…………… 当社は上記の事業の他にも不動産事業等を営んでおります。
子会社であるエス・ティ・サービス㈱は建設機械の販売及び自動車等のリース事
業を営んでおり、当社はその一部を購入または賃借しております。

　

EDINET提出書類

世紀東急工業株式会社(E00176)

有価証券報告書

  5/106



　

４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
(被所有)割合
(％)

関係内容

(連結子会社) 　 　 　 　 　

新世紀工業株式会社 奈良県大和郡山市 49
建設事業、
舗装資材製造販売
事業

100.00
当社に対し舗装資材の供給
をしている。
　役員の兼任　有

エスティ建材株式会社 福岡市西区 35
舗装資材製造販売
事業

100.00
当社に対し舗装資材の供給
をしている。
　役員の兼任　有

エス・ティ・サービス株式会社 東京都港区 50 その他 100.00
当社に対し自動車等の賃貸
及び販売をしている。
　役員の兼任　有

その他２社 ― ― ― ― ―

(その他の関係会社) 　 　 　 　 　

東京急行電鉄株式会社　※１ 東京都渋谷区 121,724
鉄軌道事業、不動
産事業、その他事
業

(4.27)
[0.16]
<15.91>

当社が舗装・土木工事等の
請負をしている。
　役員の兼任　有

東急建設株式会社　※１ 東京都渋谷区 16,354
建設事業、
その他事業

(15.91)

当社が舗装・土木工事等の
請負及び舗装資材の販売を
している。
　役員の兼任　有

(注) １　上記連結子会社の主要な事業の内容欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しております。

２　議決権の所有(被所有)割合の［　］内は、間接所有割合で内数、<　>内は、緊密な者又は同意している者の所有割

合で外数となっております。

３　※１　有価証券報告書を提出しております。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成25年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(人)

建設事業 567〔163〕

舗装資材製造販売事業 116〔 67〕

その他 2〔  2〕

全社(共通) 112〔 19〕

合計 797〔251〕

(注) １　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔　〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２　全社(共通)として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているもの

であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成25年３月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

781〔214〕 43.1 18.4 6,504,939

　

セグメントの名称 従業員数(人)

建設事業 560〔140〕

舗装資材製造販売事業 108〔 55〕

その他 1〔  0〕

全社(共通) 112〔 19〕

合計 781〔214〕

(注) １　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔　〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３　上記従業員数には、嘱託58名、出向社員10名は含まれておりません。

　

(3) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、東日本大震災からの復興需要等を背景に、夏場にかけて堅調な

動きとなりましたが、その後は海外経済の減速や政策効果の一巡を受け、企業の生産活動や輸出がふたた

び減少に転じるなど、次第に停滞色が強まる展開となりました。昨年末以降は、新政権による経済財政政

策への期待感から株価の回復が進み、企業心理や消費者マインドに改善の兆候もみられましたが、設備の

過剰感に加え、長引くデフレや円高の影響が色濃く残るなか、その効果が実体経済に波及するまでには至

りませんでした。

道路建設業界におきましても、震災復興関連を中心に建設需要は底堅く推移いたしましたが、建設投資

全体の水準が低位にとどまるなか、引き続き企業間競争は熾烈を極め、また、一部の地域においては、需給

の逼迫に伴い資材価格や労務費が上昇傾向を示すなど、依然として厳しい事業環境が続きました。

このような状況のもと、当社グループでは、社会資本整備の一端を担う企業グループとして、事業活動

を通じた震災の復旧・復興支援に尽力する一方、平成23年度を初年度とする「中期３ヶ年経営計画」

（平成23年４月１日～平成26年３月31日）に基づき、収益の源泉となる工事受注の確保や舗装資材の販

売促進に全力を挙げて取り組むとともに、経営資源の効率的な活用や調達コストの抜本的な見直しを進

めるなど、収益構造の改善を推し進め、利益確保に努めてまいりました。

その結果、当社グループの業績につきましては、受注高（製品売上高および不動産事業等売上高を含

む）は689億円（前連結会計年度比2.0％減）、売上高は756億２百万円（同16.6％増）、経常利益は35億

51百万円（同63.0％増）となり、また、受取補償金など特別利益１億70百万円を計上する一方、減損損失

など特別損失２億47百万円を計上した結果、当期純利益は37億５百万円（同96.4％増）となりました。

　
セグメントの概況を示すと、次の通りであります。

なお、完成工事高、売上高および営業利益（セグメント利益）については、セグメント間の内部取引高

等を含めた調整前の金額をそれぞれ記載しております。

　
「建設事業」

建設事業におきましては、東北支店管内に新たに事業所を開設するなど、地域の需要動向に応じた営

業・施工体制の整備拡充を機動的に進めるとともに、技術提案力の向上や環境関連技術をはじめとす

る差別化商品の営業展開、さらには原価低減や利益の逸失防止に向けた諸施策に全社を挙げて取り組

み、収益確保を図ってまいりました。

その結果、当連結会計年度の業績につきましては、受注高は474億８百万円（前連結会計年度比6.4％

減）にとどまりましたものの、前年度からの繰越工事高が大幅に増加したことや、大型工事が相次いで

完成したことなどにより、完成工事高は541億９百万円（同19.9％増）、営業利益は21億86百万円（同

85.4％増）となりました。
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「舗装資材製造販売事業」

舗装資材製造販売事業におきましては、引き続き製造数量の確保や販売価格の見直しに注力し収益

拡大に努めるとともに、アスファルトプラントの設備更新を計画的に進めるなど、製造効率の向上、環

境負荷の低減にも継続して取り組んでまいりました。

その結果、円安等の影響による原材料価格や燃料費の上昇はありましたものの、当連結会計年度の業

績につきましては、製品売上高は300億38百万円（前連結会計年度比10.7％増）、営業利益は34億10百

万円（同13.2％増）となりました。

　

「その他」

当社グループでは、建設事業および舗装資材製造販売事業のほか、不動産事業等を営んでおり、その

他の事業における売上高は５億60百万円（前連結会計年度比11.3％減）、営業利益は88百万円（同

8.8％減）となりました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

「営業活動によるキャッシュ・フロー」

当連結会計年度におきましては、税金等調整前当期純利益34億74百万円を計上したことに加え、未成

工事支出金の減少などにより、営業活動によるキャッシュ・フローは、47億96百万円の資金増加（前年

同期は29億45百万円の資金増加）となりました。

　

「投資活動によるキャッシュ・フロー」

当連結会計年度におきましては、舗装資材製造販売事業にかかるプラント設備の更新を実施したこ

となどにより、投資活動によるキャッシュ・フローは６億８百万円の資金減少（前年同期は１億30百

万円の資金減少）となりました。

　

「財務活動によるキャッシュ・フロー」

当連結会計年度におきましては、借入金の一部返済に加え、Ａ種優先株式の一部およびＢ種優先株式

を金銭を対価として取得したことにより、財務活動によるキャッシュ・フローは48億28百万円の資金

減少（前年同期は26億10百万円の資金減少）となりました。

　

以上の結果、当連結会計年度における現金及び現金同等物の期末残高は前連結会計年度の期末残高と

比べ６億39百万円減少し、25億66百万円となりました。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 受注実績

　

セグメントの名称
当連結会計年度(百万円)
(自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日)

前年同期比(％)

建設事業

アスファルト舗装 39,245 △2.7

コンクリート舗装 1,606 △23.2

土木工事等 6,556 △20.0

計 47,408 △6.4

舗装資材製造販売事業 21,391 9.5

その他 101 △34.8

合計 68,900 △2.0

(注) セグメント間の内部取引については相殺消去しております。

　

(2) 売上実績

　

セグメントの名称
当連結会計年度(百万円)
(自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日)

前年同期比(％)

建設事業

アスファルト舗装 45,508 34.5

コンクリート舗装 1,005 △50.4

土木工事等 7,595 △17.9

計 54,109 19.9

舗装資材製造販売事業 21,391 9.5

その他 101 △34.8

合計 75,602 16.6

(注) １　当社グループでは生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載しておりません。

２　主要相手先別売上状況

　　　　総売上高に対する割合が100分の10以上に該当する相手先は次のとおりであります。

　前連結会計年度
              　　　該当する相手先はありません。

　当連結会計年度

相手先 金額（百万円） 割合（％）

中日本高速道路株式会社 7,690 10.2

３　セグメント間の内部取引については相殺消去しております。
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なお、参考のため提出会社単独の事業の状況は次のとおりであります。

建設事業における受注工事高及び施工高の状況

①　受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高

　

期別 工種別

前期繰越

工事高

(百万円)

当期受注

工事高

(百万円)

計

(百万円)

当期完成

工事高

(百万円)

次期繰越工事高
当期

施工高

(百万円)
手持

工事高

(百万円)

うち施工高

比率

(％)

金額

(百万円)

前事業年度

 
(自　平成23年４月１日

至　平成24年３月31日)

アスファルト舗装 12,78639,06151,84832,60719,24040.1 7,70935,172

コンクリート舗装 1,3502,0903,4412,028 1,412 4.8 68 2,004

土木工事等 4,7168,19212,9089,247 3,66124.9 912 8,555

計 18,85349,34568,19843,88324,31435.7 8,68945,732

当事業年度

 
(自　平成24年４月１日

至　平成25年３月31日)

アスファルト舗装 19,24038,28757,52844,55812,97028.7 3,72140,570

コンクリート舗装 1,4121,6063,0181,005 2,01236.4 732 1,670

土木工事等 3,6616,55610,2187,595 2,62237.7 989 7,673

計 24,31446,45070,76553,15917,60630.9 5,44349,913

(注) １　前期以前に受注した工事で契約の更改により請負金額に変更あるものについては、当期受注工事高にその増減

額を含みます。したがって、当期完成工事高にも同様の増減額が含まれます。

２　次期繰越工事高の工事施工高は、手持工事高の工事進捗部分であります。

３　当期施工高は(当期完成工事高＋当期の次期繰越工事施工高－前期の次期繰越工事施工高)に一致します。

　

②　受注工事高の受注方法別比率

工事の受注方法は特命と競争入札に大別されます。

　

期別 区分 特命(％) 競争入札(％) 合計(％)

前事業年度
 
(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

アスファルト舗装 59.7 40.3 100.0

コンクリート舗装 16.9 83.1 100.0

土木工事等 64.2 35.8 100.0

当事業年度
 
(自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日)

アスファルト舗装 64.5 35.5 100.0

コンクリート舗装 16.0 84.0 100.0

土木工事等 72.7 27.3 100.0

(注) 百分比は請負金額比であります。
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③　完成工事高

　

期別 区分 官公庁(百万円) 民間(百万円) 合計(百万円)

前事業年度
 
(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

アスファルト舗装 9,704 22,903 32,607

コンクリート舗装 1,740 287 2,028

土木工事等 4,360 4,886 9,247

計 15,805 28,077 43,883

当事業年度
 
(自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日)

アスファルト舗装 20,483 24,074 44,558

コンクリート舗装 647 358 1,005

土木工事等 2,526 5,068 7,595

計 23,658 29,501 53,159

　

前事業年度の完成工事のうち主なものは次のとおりであります。

　

工事名称 発注者

第二東名高速道路静岡遮音壁工事 中日本高速道路株式会社

舗装補修工事（22―１―大管） 阪神高速道路株式会社

阪和自動車道海南～有田舗装工事 西日本高速道路株式会社

尾道・松江自動車道菅谷南地区舗装工事 国土交通省中国地方整備局

新田原（22）駐機場整備等土木工事 防衛省九州防衛局

　

当事業年度の完成工事のうち主なものは次のとおりであります。

　

工事名称 発注者

東北自動車道仙台管内舗装災害復旧工事 東日本高速道路株式会社

平成23年度外貿埠頭ヤード舗装及びその他補修工事 東京港埠頭株式会社

向原バイパス舗装工事 国土交通省関東地方整備局

第二東名高速道路清水西舗装工事 中日本高速道路株式会社

玉島笠岡道路唐船地区舗装工事 国土交通省中国地方整備局
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④　手持工事高(平成25年３月31日現在)

　

区分 官公庁(百万円) 民間(百万円) 合計(百万円)

アスファルト舗装 7,134 5,835 12,970

コンクリート舗装 1,909 103 2,012

土木工事等 1,299 1,323 2,622

計 10,344 7,262 17,606

　

手持工事のうち主なものは次のとおりであります。

　

工事名称 発注者 完成予定年月

国道45号尾肝要道路舗装工事 国土交通省東北地方整備局 平成26年１月

高舘川上（１）外道路災害復旧工事 宮城県 平成25年５月

（修）舗装改修工事24―１―１ 首都高速道路株式会社 平成25年６月

大師河原地区舗装その他工事 国土交通省関東地方整備局 平成25年６月

名神高速道路茨木管理事務所管内舗装補修工事 西日本高速道路株式会社 平成26年２月

　

舗装資材製造販売事業における製造及び販売状況

　

期別

アスファルト合材 その他
売上金額
(百万円)

売上高計
(百万円)

生産実績(千t)売上数量(千t)
売上金額
(百万円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

1,774 1,549 13,394 6,024 19,418

当事業年度
(自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日)

1,862 1,625 14,248 7,034 21,283

(注) １　アスファルト合材の生産実績と売上数量との差異は、当社の請負工事に使用した数量であります。

２　その他製品売上金額は、アスファルト乳剤、砕石等の販売による売上高であります。

　

その他における売上状況

前事業年度 66百万円

当事業年度 21百万円
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３ 【対処すべき課題】

道路建設業界では、長年にわたる建設投資の縮小により厳しい事業環境を強いられており、また、中長

期的にみても財政健全化に向けた公共事業費の抑制傾向が見込まれるなか、今後とも企業間競争は熾烈

を極めるものと予想されます。また、入札等に係る制度改革、コスト競争の激化、世界的な環境意識の高ま

り、さらには資源価格変動リスクの増大など、この数年における事業環境の変化は著しく、建設産業が大

転換期を迎えるなか、企業が生き残り、成長を続けていくためにはこうした環境変化への迅速かつ適確な

対応が必要不可欠となっております。

このような状況を踏まえ、当社グループでは、引き続き「中期３ヶ年経営計画」に基づき、これまで実

行してきた収益構造の改善と財務基盤強化に向けた取り組みをさらに深化させるとともに、市場性の見

込まれる地域に新たにアスファルト合材工場を設置するなど、将来を見据えた成長戦略についても、より

積極的な展開を図り、厳しい事業環境においても安定的・継続的に収益を確保できる経営基盤の早期確

立に努めてまいります。

また、社会資本整備の一端を担う企業グループとして、総力を挙げて震災の復旧・復興支援に尽力する

ことはもとより、安全・品質の確保や環境保全、コンプライアンスに対する取り組みをより一層強化する

など、生活基盤創造企業としての責務を誠実に果たし、引き続き社会からの信頼に応え、企業価値の向上

に邁進してまいる所存であります。
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４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を

及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在（平成25年６月27日）において当社

グループが判断したものであります。

　
(1) 経済情勢について

当社グループの事業内容のうち、主要な部分を占める建設事業および舗装資材製造販売事業の業績は、

公共工事の発注動向に大きく影響されます。したがいまして、公共事業費の過度の縮減傾向は、当社グ

ループの収益に悪影響を及ぼす可能性があります。また、同様の理由から取引先の経営状態が悪化した場

合、貸倒れの発生等により当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。

　
(2) 資材価格の変動について

当社グループで製造する舗装資材の主要な原材料はストレートアスファルトであり、原材料の仕入値

は原油市場の動向に大きく左右されます。仕入価格の上昇を製品価格に転嫁できない場合、当社グループ

の経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。

また、建設事業につきましても同様に、製品価格の高騰により利益率が低下する可能性があります。

　
(3) 瑕疵担保責任について

品質管理につきましては、品質保証に関する国際規格の認証を取得するなど、重要課題として取り組ん

でおりますが、当社グループの施工物件に重大な瑕疵担保責任が発生した場合には、業績に悪影響を及ぼ

す可能性があります。

　
(4) シンジケートローンならびに金利の変動について

当社は安定的な金融取引体制の構築を目的として、金融機関数社との間にシンジケートローン契約を

締結いたしておりますが、本契約には一定の財務制限条項が付されており、これらの条件に抵触した場合

には期限の利益を喪失し、一括返済を求められる可能性があります。

また、本契約による借入金残高は全て変動金利によるものであり、将来の金利情勢の動向により当社グ

ループの業績が変動する可能性があります。

　
(5) 潜在株式について

当社は、自己資本の充実と有利子負債の圧縮を目的として、平成17年９月に総額122億円の第三者割当

増資を実施いたしました。本件増資に伴い、一部優先株式を発行いたしましたが、同株式には普通株式を

対価とする取得請求権および取得条項が付されており、将来、権利が行使された場合または取得条項の効

力が発生した場合には、当社の一株当たりの株式価値に希薄化が生じる可能性があります。なお、平成25

年３月31日現在における優先株式の発行済株式数は、Ａ種優先株式350万株であります。

　Ａ種優先株式の内容の詳細につきましては、第一部　第４「１ 株式等の状況」をご参照ください。

　
(6) 関係会社等に関する重要事項について

当社は、その他の関係会社である東京急行電鉄株式会社および東急建設株式会社をはじめとする東急

グループ各社との間で、工事受注等の取引を継続的に行っております。

　
５ 【経営上の重要な契約等】

　特記事項はありません。
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６ 【研究開発活動】

近年、道路建設業を取り巻く環境は大きく変化し、舗装に求められるニーズは、より多様化、高度化してお

ります。更に、公共工事の発注も総合評価方式により入札が行われる比率が高まり、企業が保有する技術力

や技術提案能力の高度化が工事受注に大きく影響を与えるようになっております。

当社では、このような状況の下、地球温暖化をはじめとする環境対策や国・地方の財政状況を踏まえた施

工コスト縮減など、舗装に求められる社会のニーズを的確に把握したうえで開発テーマを選定し研究開発

を行っています。

なお、当社の研究開発活動は、技術研究所を中心に行われており、当連結会計年度における建設事業およ

び舗装資材製造販売事業の研究開発費は、２億67百万円となりました。

　
主な研究開発

(1) 遮熱性舗装 （アーバンクール遮熱型）

遮熱性舗装とは、通常の舗装と比較して路面温度を低減できる舗装であり、首都圏の大きな環境問題で

ある「ヒートアイランド現象」の発生を抑制する技術として研究開発され、平成24年度までに約10万㎡

の施工実績を挙げております。

特に平成24年度におきましては、他社製品との差別化を図るべく、生活道路を対象とした遮熱性舗装の

簡易施工が可能な１液型（従来は２液混合型）の遮熱塗料を開発し、コストの低廉化を実現いたしまし

た。

　
(2) 蓄光性舗装

生活道路につきましては交通事故防止、防犯が課題となっており、特に通学路の整備が緊急課題となっ

ております。しかしながら、通学路の整備率は低く、特に各地方自治体におきましては、その負担の大きさ

から、防犯灯や街灯の設置要望に対し、整備が追い付いていないのが現状です。

　このような状況のなか、当社では、舗装表面に蓄光性の特殊塗料を塗布することにより、夜間光らせる蓄

光性舗装を開発いたしました。本工法につきましては、交通安全や防犯対策として効果が期待できるほ

か、施設管理にかかるコスト低減にも繋がるとみており、差別化商品として営業展開していく所存です。

　
(3) 低価格路面維持工法（STリペアコート）

本工法は、近年の厳しい財政事情とインフラの老朽化に鑑み、低価格な路面維持工法として開発いたし

ました。特徴といたしましては、ひび割れ等で痛んだ舗装表面を加熱、掻きほぐした後に薄層舗装するこ

とで、既設路面の切削に伴う廃材を発生させずに路面性状を回復させるところにあり、環境付加の低減と

低価格を両立する工法となっております。

　本工法における平成24年度までの工事累計面積は、ゴルフ場へのアクセス道路をはじめ、約12,000㎡と

なっております。

　
(4) ICT（情報化通信技術）を適用した情報化施工技術

情報化施工技術とは、ICT（情報化通信技術）を活用して施工機械を自動制御し、施工の生産性および

安全性の向上、品質の確保を図るものであり、特に昨今は、その施工効率、施工精度、安全性に着目した総

合評価発注工事が増加しております。

当社におきましても、あらゆる施工機械についてICTの適用を図っておりますが、特に平成24年度にお

いては切削機の情報化施工、また橋梁上のレベリング層の敷均しにおいてラインリーダを用いたフィ

ニッシャーの情報化施工を実施し、良好な施工精度を得るに至っております。また、国土交通省は情報化

施工の一部（TSによる出来形管理技術）を、平成25年度に一般化するとしており、これに対応すべく、技

術員に対する情報化施工の技術指導も全国で実施いたしております。
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(5) 中温化舗装技術

中温化舗装技術とは、アスファルト混合物の製造温度を通常より20～30℃以上低減する技術であり、燃

焼にかかわる燃料使用量の削減によりCO２発生量の抑制に効果があります。平成24年度は、改質アスファ

ルトⅡ型とストレートアスファルトを使用した再生アスファルト混合物に中温化技術を適用し、実際の

プラント製造、試験舗装を実施して工法を確立いたしました。

　
(6) 道路除染技術

東日本大震災による原子力発電所の事故から２年余りが経過いたしましたが、除染事業は順調に進ん

でいるとは言い難い状況にあり、道路においても早急な対応が求められております。このようななか、当

社では、従来から保有する独自技術の高圧水による洗浄車（SPEC-KEEPER）を応用利用し、研磨と高圧水

洗浄により舗装面を除染する技術の開発に取り組んでおります。

なお、福島県川内村における試験施工では、１回の走行で路面の放射能密度が約40％程度低減できるこ

とが確認されており、さらに複数回走行することで一層の低減効果が期待できるものと考えております。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき

作成されております。なお、この連結財務諸表の作成にあたりましては、経営者により一定の会計基準の

範囲内で見積もりが行われている部分があり、資産・負債や収益・費用の数値に反映されております。こ

れらの見積もりにつきましては、継続して評価し、必要に応じて見直しを行っておりますが、見積もりに

は不確実性が伴うため、実際の結果はこれらとは異なることがあります。

　
(2) 財政状態の分析

「資産の状況」

当連結会計年度末の資産合計は、前連結会計年度末と比較し14億91百万円減少の481億６百万円とな

りました。手持工事が減少し、未成工事支出金が減少したことなどにより、流動資産は14億円の減少と

なり、また、事業用資産の一部について減損処理を行ったことにより、固定資産は91百万円の減少とな

りました。

「負債の状況」

当連結会計年度末の負債合計は、未成工事受入金の減少や借入金の一部返済による減少などにより、

前連結会計年度末と比較し40億34百万円減少の367億62百万円となりました。前連結会計年度末におい

て流動負債に含まれていた１年以内に返済期日を迎える長期借入金のうち50億円について借換えを

行ったことなどにより、流動負債は前連結会計年度末と比較して85億76百万円の減少、固定負債は45億

42百万円の増加となっております。

「純資産の状況」

当連結会計年度末の純資産合計は、当連結会計年度中に、自己株式を取得（当社定款に定める金銭を

対価とする取得条項に基づき、Ａ種優先株式50万株およびＢ種優先株式183万株を取得）・消却したこ

とにより11億77百万円減少いたしましたが、当期純利益37億５百万円を確保したことにより、前連結会

計年度末と比較し25億42百万円増加の113億44百万円となりました。

　

(3) 経営成績の分析

当社グループの当連結会計年度の経営成績は、受注高（製品売上高および不動産事業等売上高を含

む）は689億円（前連結会計年度比2.0％減）となり、前年同期の実績を僅かに下回りましたが、売上高に

つきましては、建設事業、舗装資材製造販売事業とも前年同期を上回る売上を計上した結果、売上高合計

は756億２百万円（前連結会計年度比16.6％増）となりました。また、損益につきましては、売上高の大幅

な増加に加え、当連結会計年度より人件費の一部を売上原価に組替えた効果はあるものの販売費及び一

般管理費も前年同期より６億62百万円減少するなど、事業全般にわたり収益力向上に向けた各種施策の

効果が現れ、経常利益は35億51百万円（前連結会計年度比63.0％増）、当期純利益は37億５百万円（前連

結会計年度比96.4％増）を計上し、何れも前年の実績を上回る結果となりました。

　なお、次期繰越工事高は前連結会計年度と比較し67億１百万円減少の178億27百万円となりました。

　

(4) 経営成績に重要な影響を与える要因について

当社グループは長年にわたり厳しい事業環境を強いられており、また、公共事業費の縮減傾向が続くな

か、今後とも業界における企業間競争は熾烈を極めていくものと認識しております。このような状況を踏

まえ、当社グループでは提出会社を中心に収益構造の改善と財務基盤の強化を進め、安定した経営基盤の

構築に取り組んでおります。

なお、当社の業績に影響を与える可能性のある事項につきましては第一部　第２「４ 事業等のリス

ク」に記載のとおりであります。

　

(5) 戦略的現状と見通し
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中長期的な競争激化が不可避の状況を踏まえ、当社では有利子負債の圧縮と自己資本の充実を図るた

めに平成17年９月に第三者割当増資を実施するなど、当社の信頼性確保と経営安定化の早期実現に取り

組んでおります。

　当社グループといたしましては、対処すべき課題（第一部　第２「３　対処すべき課題」）に記載のとお

り、全社を挙げて収益力の向上と財務体質の強化に取り組むとともに、生活基盤創造企業としての責務を

誠実に果たし、引き続き社会からの信頼に応えることにより、持続的な企業価値の向上を目指してまいり

ます。

　

(6) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループの資金状況は、営業活動によるキャッシュ・フローにおいて47億96百万円の資金増加

（前連結会計年度は29億45百万円の資金増加）となり、前連結会計年度と比較し増加額は18億51百万円

増加いたしました。その主な要因は、税金等調整前当期純利益が34億74百万円となり、前連結会計年度と

比較し15億４百万円の増益となったこと、また前連結会計年度において17億40百万円の増加となった未

成工事支出金が31億81百万円の減少に転じたことなどによるものであります。

　一方、投資活動によるキャッシュ・フローにつきましては、アスファルトプラント設備等の取得による

支出は前年並みとなりましたが、賃貸事業用不動産を売却した前連結会計年度との比較では、有形固定資

産の売却による収入が４億55百万円の減少となり、当連結会計年度におきましては６億８百万円の資金

減少（前連結会計年度は１億30百万円の資金減少）となりました。

　また、当社グループは安定した経営基盤を構築するため積極的に有利子負債の圧縮、優先株式の取得を

進めており、過去３年間の財務活動によるキャッシュ・フローの推移につきましても25億25百万円（平

成23年３月期）、26億10百万円（前連結会計年度）、48億28百万円（当連結会計年度）の減少となってお

ります。

　なお、優先株式の一部取得消却を実施する一方、当期純利益37億５百万円を確保したことにより当連結

会計年度末における自己資本は113億44百万円（前連結会計年度末は88億１百万円）となり、また、有利

子負債残高につきましては50億９百万円（前連結会計年度末は86億59百万円）となっております。

　

(7) 経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループでは、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努め

ております。ここ数年の建設投資全体の動向を鑑みると、今後も当社グループを取り巻く事業環境はさら

に厳しさを増すものと予想されます。

このような状況を踏まえ、当社グループでは、将来にわたって生き残りを図るため、さらなる収益構造

の改善と財務基盤の強化に向け、各施策に取り組んでまいる所存であります。

　

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在（平成25年６月27日）において当社

グループが判断したものであります。

　
　

「第２　事業の状況」における売上高等の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

EDINET提出書類

世紀東急工業株式会社(E00176)

有価証券報告書

 19/106



第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度において実施しました設備投資およびセグメントごとの概要は次のとおりであります。

　

「建設事業」

建設事業におきましては、施工能力の強化とコストの縮減を目的に、施工機械の増強、更新を中心に

設備投資を実施し、総額は２億98百万円となりました。

 主要な設備投資は次の通りであります。

機材センター アスファルトフィニッシャ購入

　

「舗装資材製造販売事業」

舗装資材製造販売事業におきましては、生産性の向上と環境保全を目的とした製造設備の更新を中

心に設備投資を実施し、総額は２億47百万円となりました。

 主要な設備投資は次の通りであります。

多摩合材工場 リサイクルプラント設備更新

　

なお、「その他」２億６百万円及び特定のセグメントに区分できない設備投資83百万円を加えた当連

結会計年度の設備投資の総額は、８億35百万円であります。

　

(注)　金額に消費税等は含まれておりません。
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２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

　

事業所
(所在地)

セグメントの名称

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)建物

構築物
機械
運搬具等

土地
合計(賃借面積)

面積(㎡)
金額

本店
(東京都港区)

共通・建設事業 234 469
(　    ―　)
18,010.15

689 1,393
114   
〔 12〕

関東支店
北関東支店
東関東支店
東京支店
横浜支店
関東製販事業部

建設事業 35 5
(  9,742.23)

2,0322,073
301   
〔 61〕

2,183.11

舗装資材
製造販売事業

469 519
( 27,331.68)
74,673.14

5,0996,089

北海道支店
(札幌市西区)

共通 24 1
(　    ―　)
24,789.17

47 73

43   
〔 22〕

建設事業 23 44
(  8,999.00)
23,404.20

103 172

舗装資材
製造販売事業

98 140
(　9,695.50)
65,826.27

588 827

東北支店
(仙台市青葉区)

共通 11 3
(　    ―　)

―
― 15

98   
〔 47〕

建設事業 69 18
(　8,722.30)
3,387.89

122 209

舗装資材
製造販売事業

67 122
( 50,532.95)
30,921.23

402 592

北陸支店
(新潟市中央区)

共通・その他 52 0
(　    ―　)
415.32

52 105

44   
〔 14〕

建設事業 50 3
(　5,746.00)
10,784.54

― 53

舗装資材
製造販売事業

32 30
(　5,982.50)
13,693.26

165 228

名古屋支店
(名古屋市千種区)

共通 0 0
(　    ―　)

―
― 0

56   
〔 15〕

建設事業 56 9
( 13,807.42)
1,620.69

29 95

舗装資材
製造販売事業

30 22
(　6,500.00)
1,765.00

16 69

関西支店
(大阪市北区)
中国支店
(広島市安佐南区)

共通 1 3
(　    ―　)

―
― 5

81   
〔 25〕

建設事業 38 1
(　3,014.00)
4,776.40

50 89

舗装資材
製造販売事業

142 151
(　    ―　)
38,266.88

1,7001,994

九州支店
(福岡市博多区)

共通 0 0
(　    ―　)

―
― 0

44   
〔 18〕

建設事業 5 0
(　1,908.16)

―
― 5

舗装資材
製造販売事業

32 73
(　1,333.00)
50,988.45

371 477

合計 　 1,4771,623
(153,314.74)
365,505.70

11,47114,572
781   
〔214〕
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(注) １　帳簿価額に建設仮勘定は含んでおりません。

２　帳簿価額のうち「機械運搬具等」には、機械装置、車輌運搬具、工具器具、備品が含まれております。

３　土地および建物の一部を連結会社以外から賃借しており、土地の面積については、(　)内に外書きで示しており

ます。

４　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔　〕内に外数で記載しております。

５　提出会社の本店には技術研究所および機材センターが含まれております。

　　　○技術研究所(栃木県)

当社の技術研究所は、新技術・新工法の研究開発及び各種材料の試験・実験を行っております。

　　　○機材センター(栃木県)

機材センターは建設工事施工の補助部門として、工事用機械器具等の整備、改造および管理、保管を

行っております。

６　土地建物のうち賃貸中の主なもの

　 土地(㎡) 建物(㎡)

本店 ― 42.30

北海道支店 2,843.03 132.00

東北支店 1,864.49 ―

北陸支店 156.00 1,147.26

関西支店 1,430.00 ―

計 6,293.52 1,321.56

　

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

当連結会計年度末現在における重要な設備投資等の計画は次の通りであります。

　

(1) 重要な設備の新設等

　

会社名
事業所
(所在地)

セグメントの名称 内容

投資予定金額
(百万円)

資金調達方法 備考
総額 既支払額

提出会社
南相馬合材工場
（福島県南相馬市）

舗装資材
製造販売事業

機械装置 350 ― 自己資金 プラント新設

　

　

(2) 重要な設備の除却等

重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 481,600,000

Ａ種優先株式 6,000,000

Ｂ種優先株式 12,400,000

計 500,000,000

(注)　平成25年６月27日開催の第64回定時株主総会において定款変更決議を行い、平成25年６月27日付をもってＢ種優

先株式の発行可能株式総数を削除し、また、発行可能株式総数を12,400,000株減少し、487,600,000株といたしま

した。

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成25年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年６月27日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 187,072,037187,072,037
東京証券取引所
(市場第一部)

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式
※３、４

Ａ種優先株式　※１ 3,500,000 3,500,000― ※２、３、４

計 190,572,037190,572,037― ―

(注) １　提出日現在の発行数には、平成25年６月１日から有価証券報告書提出日までのＡ種優先株式の取得請求権行使

に伴い発行された株式数は含まれておりません。

２　※１　行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に該当いたしております。

３　※２　Ａ種優先株式の内容

Ａ種優先株式に設定している「普通株式を対価とする取得請求権」には、株価を基準とする行使価額修正条項

が付されており、本株式取得の対価として交付される普通株式数は、下記（7）の方法により、取得請求権行使の

都度、上限転換価額（当初転換価額の100％に相当する額）および下限転換価額（当初転換価額の60％に相当す

る額）の範囲内で修正される転換価額に基づき算定されます。

なお、提出日現在発行されているＡ種優先株式の全てについて取得請求権が行使された場合、取得の対価とし

て交付され得る普通株式数は、最大58,333,333株（提出日現在の発行済株式総数に対する割合は30.61％）であ

ります。

また、Ａ種優先株式には、下記（2）および(8)のとおり「金銭を対価とする取得条項」および「普通株式を対

価とする取得条項」が設定されております。

株式の内容の詳細は、次のとおりであります。

(1) 残余財産の分配

当会社の残余財産を分配するときは、Ａ種優先株式を有する株主(以下「Ａ種優先株主」という。)又はＡ種

優先株式の登録株式質権者(以下「Ａ種優先登録株式質権者」という。)に対し、普通株式を有する株主(以下

「普通株主」という。)又は普通株式の登録株式質権者に先立ち、Ａ種優先株式１株につき500円を支払う。

Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対しては、前記のほか残余財産の分配は行わない。
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(2) 買受又は金銭を対価とする取得条項

当会社は、法令で定める分配可能額(以下「分配可能額」という。)の範囲で、平成20年10月１日以降、いつで

も、法令の手続に従いＡ種優先株式を買受けることができる。

また、当会社は、取締役会の決議により取得日として定めた日の到来により、分配可能額の範囲で、Ａ種優先

株式の全部または一部を取得することができる。ただし、Ａ種優先株式の一部を取得する場合、取得する株式

の決定は、取締役会の決議による。なお、１株あたりの買受価額又は本取得の対価は、Ａ種優先株式１株につき

払込金額に105％を乗じた価額とする。

(3) 金銭を対価とする取得請求権

Ａ種優先株主は、平成18年７月１日以降平成28年７月31日までの間において、毎年７月１日から同月31日ま

での間(以下「償還可能期間」という。)、各償還可能期間開始時点の最終事業年度の貸借対照表確定時の法令

で定める分配可能額(以下『「分配可能額」』という。)から２億円を控除した額を上限として、Ａ種優先株式

の全部または一部を１株あたり525円で当会社に対して償還(Ａ種優先株式を取得し、その対価として金銭を

交付することをいう。)を請求することができる。ただし、「分配可能額」は最終事業年度の貸借対照表確定時

に剰余金の分配をした場合は、当該分配額を「分配可能額」から控除した金額とする。

(4) 議決権

Ａ種優先株主は、法令に別段の定めある場合を除き、株主総会において議決権を有しない。

(5) 株式の併合又は分割

当会社は、法令に定める場合を除き、Ａ種優先株式について、株式の併合又は分割は行わない。

(6) 募集株式の割当てを受ける権利等の付与

当会社は、株主に募集株式の割当てを受ける権利又は募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えるとき

は、各々の場合に応じて、普通株主には普通株式の、Ａ種優先株主にはＡ種優先株式の、募集株式の割当てを受

ける権利又は募集新株予約権の割当てを受ける権利を同時に同一の割合で与える。

(7) 普通株式を対価とする取得請求権

Ａ種優先株主は、下記の条件にしたがって、その保有するＡ種優先株式を取得し、その対価としてＡ種優先

株式１株あたり下記(ロ)(ｄ)に定める数の普通株式を交付すること(以下「転換」という。)を請求すること

ができる。

(イ)転換請求期間

　平成21年４月１日から平成29年３月31日までとする。

(ロ)転換の条件

(a) 当初転換価額

50円とする。

(b) 転換価額の修正

転換価額は、平成21年４月１日以降平成29年３月31日(当該日が営業日でない場合には翌営業日)まで

の各転換請求可能日において、Ａ種優先株式の全部又は一部について転換請求がなされる場合には、当該

転換請求可能日をもって、当該転換請求可能日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証

券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日

数を除く。)に修正されるものとする(円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。

なお、かかる修正後転換価額は、当該転換請求がなされたＡ種優先株式を含むＡ種優先株式の全部に適用

されるものとする。)。ただし、当該平均値が当初転換価額の60％に相当する額(ただし、下記(c)の調整を

受ける。)（以下「下限転換価額」という。)を下回る場合には、修正後転換価額は下限転換価額とする。ま

た、当該平均値が当初転換価額の100％に相当する額(ただし、下記(c)の調整を受ける。)（以下「上限転

換価額」という。)を上回る場合には、修正後転換価額は上限転換価額とする。

(c) 転換価額の調整

Ａ種優先株式発行後、時価を下回る払込金額で新たに普通株式を発行する場合その他一定の場合には、

転換価額を次に定める算式(以下「転換価額調整式」という。)により調整する。転換価額調整式を用いる

計算については、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。
　

　 　 　 　
(既発行普通株式数－自己株式数)＋

新規発行普通株式数×１株あたりの払込金額

調整後

転換価額
＝
調整前

転換価額
×

１株あたりの時価

(既発行普通株式数－自己株式数)＋新規発行普通株式数
　

また、合併等により転換価額の調整を必要とする場合には、取締役会が適当と判断する転換価額に調整

される。

(d) 転換により交付すべき普通株式数

Ａ種優先株式の転換により交付すべき当会社の普通株式数は、次のとおりとする。
　

転換により交付

すべき普通株式数
＝
Ａ種優先株主が転換請求したＡ種優先株式の払込金額の総額

転換価額

　

交付すべき普通株式数の算出にあたって１株未満の端数が生じたときは、これを切り捨て、現金による

調整は行わない。
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(8) 普通株式を対価とする取得条項

当会社は転換を請求することができる期間中に転換請求のなかったＡ種優先株式を、同期間の末日の翌日

をもって取得し、その対価としてＡ種優先株式１株の払込金相当額を同期間の末日における転換価額で除し

て得られる数の普通株式を交付する。普通株式数の算出に当たって１株に満たない端数が生じたときは、会社

法第234条に定める方法によりこれを取扱う。

(9) 優先順位

優先株式相互間の残余財産の分配の支払順位は、別段の定めがある場合を除き、Ａ種優先株式がＢ種優先株

式に優先する。

なお、平成25年６月27日開催の第64回定時株主総会において定款変更決議を行い、平成25年６月27日付をもっ

てＢ種優先株式の関連規定を全て削除いたしましたので、「(9)優先順位」の規定につきましてもあわせて削除

いたしております。

４　※３　単元株式数は1,000株であります。

５　※４　会社法第322条第２項の規定に基づく定款の定めは設けておりません。

６　資金調達手段を多様化し自己資本の充実を図るため、完全議決権株式である普通株式のほか、無議決権株式で

あるＡ種優先株式を発行いたしております。

７　Ａ種優先株主と当社の間に、Ａ種優先株式に設定された権利の行使、または当該株式の売買に関して取決めら

れた事項はありません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

①Ａ種優先株式

　 　
第４四半期会計期間

(平成25年１月１日から
平成25年３月31日まで)

第64期
(平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで)

当該期間に権利行使された当該行使価額修正
条項付新株予約権付社債券等の数

（株） ― ―

当該期間の権利行使に係る交付株式数 （株） ― ―

当該期間の権利行使に係る平均行使価額等 （円） ― ―

当該期間の権利行使に係る資金調達額 （百万円） ― ―

当該期間の末日における権利行使された当該
行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の
数の累計

（株） ― ―

当該期間の末日における当該行使価額修正条
項付新株予約権付社債券等に係る累計の交付
株式数

（株） ― ―

当該期間の末日における当該行使価額修正条
項付新株予約権付社債券等に係る累計の平均
行使価額等

（円） ― ―

当該期間の末日における当該行使価額修正条
項付新株予約権付社債券等に係る累計の資金
調達額

（百万円） ― ―

　

②Ｂ種優先株式

　 　
第４四半期会計期間

(平成25年１月１日から
平成25年３月31日まで)

第64期
(平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで)

当該期間に権利行使された当該行使価額修正
条項付新株予約権付社債券等の数

（株） ― ―

当該期間の権利行使に係る交付株式数 （株） ― ―

当該期間の権利行使に係る平均行使価額等 （円） ― ―

当該期間の権利行使に係る資金調達額 （百万円） ― ―

当該期間の末日における権利行使された当該
行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の
数の累計

（株） ― 6,410,000

当該期間の末日における当該行使価額修正条
項付新株予約権付社債券等に係る累計の交付
株式数

（株） ― 65,618,072

当該期間の末日における当該行使価額修正条
項付新株予約権付社債券等に係る累計の平均
行使価額等

（円） ― 48.8

当該期間の末日における当該行使価額修正条
項付新株予約権付社債券等に係る累計の資金
調達額

（百万円） ― ―

(注)　Ｂ種優先株式につきましては、平成24年９月30日付をもって、発行済の全株式を消却いたしました。
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(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年４月１日～
平成21年３月31日
(注)１

3,000,000142,853,965 ― 2,000 ― 500

平成21年３月31日
(注)２

△300,000142,553,965 ― 2,000 ― 500

平成21年４月１日～
平成22年３月31日
(注)３

4,518,072147,072,037 ― 2,000 ― 500

平成22年３月31日
(注)４

△300,000146,772,037 ― 2,000 ― 500

平成23年３月31日
(注)５

△2,970,000143,802,037 ― 2,000 ― 500

平成23年４月１日～
平成24年３月31日
(注)６

58,100,000201,902,037 ― 2,000 ― 500

平成23年４月１日～
平成24年３月31日
(注)７

△9,000,000192,902,037 ― 2,000 ― 500

平成24年９月30日
(注)８

△2,330,000190,572,037 ― 2,000 ― 500

(注) １　Ｂ種優先株式の取得請求権行使に伴い、普通株式3,000,000株を発行したものであります。

２　自己株式（Ｂ種優先株式 300,000株）の消却によるものであります。

３　Ｂ種優先株式の取得請求権行使に伴い、普通株式4,518,072株を発行したものであります。

４　自己株式（Ｂ種優先株式 300,000株）の消却によるものであります。

５　自己株式（Ａ種優先株式 1,000,000株、Ｂ種優先株式 1,970,000株）の消却によるものであります。

６　Ｂ種優先株式の取得請求権行使に伴い、普通株式58,100,000株を発行したものであります。

７　自己株式の消却によるものであります。

消却年月日 消却した株式の種類および数

平成23年６月30日Ｂ種優先株式　1,580,000株

平成23年９月30日Ａ種優先株式　1,000,000株　Ｂ種優先株式　5,230,000株

平成23年12月31日Ｂ種優先株式　1,190,000株

８　自己株式（Ａ種優先株式 500,000株、Ｂ種優先株式 1,830,000株）の消却によるものであります。
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(6) 【所有者別状況】

①　普通株式

平成25年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数(人) ― 25 54 242 61 12 9,1679,561 ―

所有株式数
(単元)

― 18,62121,63748,53215,698 140 81,945186,573499,037

所有株式数
の割合(％)

― 9.98 11.6026.01 8.41 0.08 43.92100.00 ―

(注)　自己株式210,822株は、「個人その他」の中に210単元、「単元未満株式の状況」の中に822株含めて記載しており

ます。

　

②　Ａ種優先株式

平成25年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数(人) ― ― ― 1 ― ― ― 1 ―

所有株式数
(単元)

― ― ― 3,500 ― ― ― 3,500 ―

所有株式数
の割合(％)

― ― ― 100.00 ― ― ― 100.00 ―
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(7) 【大株主の状況】

①　所有株式数別

平成25年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する所
有株式数の割合

(％)

東急建設株式会社 東京都渋谷区渋谷１－16－14 33,159 17.40

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－10 10,541 5.53

東京急行電鉄株式会社 東京都渋谷区南平台町５－６ 7,669 4.02

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１－６－１ 4,351 2.28

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町１－４ 4,006 2.10

ステート ストリート バンク アンド 
トラスト カンパニー
（常任代理人　株式会社みずほコーポレート

銀行決済営業部）

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS　
02101 U.S.A
 

（東京都中央区月島４－16－13）

3,818 2.00

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２－３－１ 3,000 1.57

シービーロンドンスコティッシュエク
イタブルジャパンエクセムプトスコ
ティッシュエクイタブルピーエルシー
（常任代理人　シティバンク銀行株式会社）

CITIGROUP CENTER CANADA SQUARE CANARY
WHARF LONDON E14 5LB UK
 

（東京都品川区東品川２－３－14）

1,925 1.01

世紀東急工業従業員持株会 東京都港区芝公園２－９－３ 1,918 1.01

山田　茂雄 秋田県由利本荘市 1,850 0.97

計 ― 72,237 37.91

　

②　所有議決権数別

平成25年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有議決権数
(個)

総株主の議決権
に対する所有議
決権数の割合
(％)

東急建設株式会社 東京都渋谷区渋谷１－16－14 29,659 15.91

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－10 10,541 5.66

東京急行電鉄株式会社 東京都渋谷区南平台町５－６ 7,669 4.12

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１－６－１ 4,351 2.33

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町１－４ 4,006 2.15

ステート ストリート バンク アンド 
トラスト カンパニー
（常任代理人　株式会社みずほコーポレート

銀行決済営業部）

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS　
02101 U.S.A
 

（東京都中央区月島４－16－13）

3,818 2.05

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２－３－１ 3,000 1.61

シービーロンドンスコティッシュエク
イタブルジャパンエクセムプトスコ
ティッシュエクイタブルピーエルシー
（常任代理人　シティバンク銀行株式会社）

CITIGROUP CENTER CANADA SQUARE CANARY
WHARF LONDON E14 5LB UK
 

（東京都品川区東品川２－３－14）

1,925 1.03

世紀東急工業従業員持株会 東京都港区芝公園２－９－３ 1,918 1.03

山田　茂雄 秋田県由利本荘市 1,850 0.99

計 ― 68,737 36.88
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成25年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式
Ａ種優先株式

3,500,000
―

「１　株式等の状況」「(1) 株式の
総数等」「②　発行済株式」の「内
容」欄の記載参照

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 210,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

186,363,000
186,363 同上

単元未満株式 普通株式 499,037 ―
同上

一単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 190,572,037― ―

総株主の議決権 ― 186,363 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式822株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成25年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
世紀東急工業株式会社

東京都港区芝公園
２―９―３

210,000 ― 210,000 0.11

計 ― 210,000 ― 210,000 0.11

　
(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

　

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　
(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　
(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

当事業年度における取得自己株式 4,556 310

当期間における取得自己株式 1,613 130

（注）当期間における取得自己株式には、平成25年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。

　
(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他（―） ― ― ― ―

保有自己株式数 210,822 ― 212,435 ―

（注）当期間における保有自己株式数には、平成25年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

および買増請求による売渡しによる株式数は含めておりません。

　

　

【株式の種類等】 会社法第155条第１号によるＡ種優先株式の取得
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　
(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　
(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

当事業年度における取得自己株式 500,000 262,500

当期間における取得自己株式 ― ―

　
　

　
(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】
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区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 500,000 262,500 ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他（―） ― ― ― ―

保有自己株式数 ― ― ― ―

　

　

　

【株式の種類等】 会社法第155条第１号によるＢ種優先株式の取得
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　
(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　
(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

当事業年度における取得自己株式 1,830,000 915,000

当期間における取得自己株式 ― ―

　

　
(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 1,830,000 915,000 ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他（―） ― ― ― ―

保有自己株式数 ― ― ― ―
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３ 【配当政策】

当社は、道路舗装を中心に社会資本の整備に貢献する公共性の高い事業を行っており、長期的な視野に

立った安定的な経営基盤の確保を目指しております。

配当政策につきましては、重要事項の一つであると認識しており、当期の業績や財務内容、今後の経営環

境等を総合的に勘案して決定しております。

当社の剰余金の配当は、株主総会決議による期末配当のほか取締役会決議による中間配当制度を採用し

ております（会社法第454条第５項に基づき、取締役会の決議をもって中間配当を行うことができる旨を定

款に定めております。）が、当期の剰余金の配当につきましては、厳しい経営環境を踏まえ、財務体質の強化

と内部留保の充実を早期に図るべく、誠に遺憾ながら見送らせていただくことといたしました。

今後につきましては、全社を挙げて収益力の向上と財務体質の改善に取り組み、株主の皆様のご期待に添

うべく早期復配に向け、業績の向上に努めてまいる所存であります。

　

４ 【株価の推移】

(1) 普通株式

① 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第60期 第61期 第62期 第63期 第64期

決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

最高(円) 88 79 132 95 108

最低(円) 18 31 34 41 46

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

② 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成24年10月 11月 12月 平成25年１月 ２月 ３月

最高(円) 53 58 97 108 107 95

最低(円) 48 50 58 81 82 81

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

(2) 優先株式

①　Ａ種優先株式

②　Ｂ種優先株式

以上の各種優先株式は、いずれも金融商品取引所に上場されておりません。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所  有
株式数
(千株)

代表取締役
社　　　長

社長執行役員 佐　藤　俊　昭 昭和25年５月13日生

昭和49年４月 東急道路株式会社入社

注３ 16

平成10年４月 当社経理部長

平成16年６月 当社取締役

平成21年６月 当社執行役員

平成22年４月 当社常務執行役員

平成24年４月 当社取締役社長（現）

平成24年４月 当社社長執行役員（現）

取　締　役
相　談　役

　 小　寺　　　浩 昭和21年10月22日生

昭和45年４月 東急道路株式会社入社

注３ 27

平成14年４月 当社生産本部合材部長

平成16年６月 当社取締役

平成18年６月 当社常務取締役

平成21年６月 当社取締役社長

平成21年６月 当社社長執行役員

平成24年４月 当社取締役相談役（現）

取　締　役
専務執行役員
事業推進本部長

 
齋　藤　一　彦 昭和26年10月31日生

昭和49年４月 東急道路株式会社入社

注３ 11

平成19年６月 当社事業推進本部事業推進部長

平成21年６月 当社取締役(現)

平成21年６月 当社執行役員

平成22年４月 当社常務執行役員

平成24年４月 当社専務執行役員（現）

平成24年４月 当社事業推進本部長（現）

取　締　役
執行役員
管理本部長兼
経営企画部長

古　川　　　司 昭和33年２月７日生

昭和55年４月 東急道路株式会社入社

注３ 11

平成20年４月 当社財務部長

平成23年４月 当社執行役員（現）

平成24年４月 当社管理本部長兼経営企画部長

（現）

平成24年６月 当社取締役（現）

取　締　役

執行役員
事業推進本部
副本部長兼
製品事業部長

佐々木　正　博 昭和33年11月１日生

昭和58年４月 当社入社

注３ 3

平成23年４月 当社執行役員（現）

平成23年４月 当社事業推進本部製品事業部長

（現）

平成24年４月 当社事業推進本部副本部長（現）

平成24年６月 当社取締役（現）

取　締　役

執行役員
事業推進本部
副本部長兼
工務部長

平　本　公　男 昭和30年４月20日生

昭和53年４月 当社入社

注３ 31

平成21年10月 当社事業推進本部工務部長（現）

平成24年４月 当社執行役員（現）

平成24年４月 当社事業推進本部副本部長（現）

平成24年６月 当社取締役(現)

取　締　役 　 飯　塚　恒　生 昭和23年８月５日生

昭和46年４月 東急建設株式会社入社

注３ ―平成22年４月 同社取締役社長（現）

平成22年６月 当社取締役(現)

取　締　役 　 濵　名　　　節 昭和35年７月25日生

昭和58年４月 東京急行電鉄株式会社入社

注３ ―平成23年４月 同社執行役員（現）

平成25年６月 当社取締役(現)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所  有
株式数
(千株)

常勤監査役 　 髙　田　周　治 昭和24年８月17日生

昭和47年４月 東急建設株式会社入社

注４ 1
平成20年４月 同社管理本部財務部専任部長

平成20年６月 当社総務人事部担当部長

平成20年６月 当社常勤監査役(現)

常勤監査役 　 菊　地　　　隆 昭和27年８月11日生

昭和50年４月 東急道路株式会社入社

注５ 11
平成18年４月 当社総務人事部長

平成23年４月 当社総務人事部担当部長

平成23年６月 当社常勤監査役(現)

監　査　役 　 岩　田　哲　夫 昭和23年４月30日生

昭和47年４月 株式会社三菱銀行入社

注５ ―

平成15年６月 株式会社東京三菱銀行常務取締役

平成18年１月 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行常務

執行役員

平成19年６月 東京急行電鉄株式会社常勤監査役

（現）

平成20年６月 当社監査役(現)

監　査　役 　 金　井　健　至 昭和27年５月11日生

昭和50年４月 東急建設株式会社入社

注４ ―平成24年６月 同社常勤監査役（現）

平成24年６月 当社監査役(現)

監　査　役 　 前　野　淳　禎 昭和31年７月９日生

昭和55年４月 東急建設株式会社入社

注４ ―平成24年６月 同社常勤監査役(現)

平成24年６月 当社監査役(現)

計 111

　
(注) １　取締役 飯塚恒生、濵名　節は、社外取締役であります。

２　監査役 岩田哲夫、金井健至、前野淳禎は、社外監査役であります。
３　取締役の任期は、平成25年６月27日開催の第64回定時株主総会終結の時から、平成26年３月期にかかる定時株
主総会終結の時までであります。

４　監査役 髙田周治、金井健至、前野淳禎の任期は、平成24年６月28日開催の第63回定時株主総会終結の時から、平
成28年３月期にかかる定時株主総会終結の時までであります。

５　監査役 菊地　隆、岩田哲夫の任期は、平成23年６月29日開催の第62回定時株主総会終結の時から、平成27年３月

期にかかる定時株主総会終結の時までであります。

６　役員の所有株式は、全て普通株式であります。
７　平成25年６月27日現在の取締役を兼務しない執行役員は次のとおりであります。

執行役員
 

小泉隆男、大島好人、鍛治秀充、平　喜一、打越　誠、五十嵐明弘
東　茂人、清水俊介
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社はコーポレート・ガバナンスの充実を、継続的な企業価値向上を図るうえで重要な経営課題の

ひとつであると認識しており、株主間の平等性を確保するとともに、株主をはじめとするすべてのス

テークホルダーの権利・利益を尊重し、円滑な関係を構築していくため、経営の透明性、公正性の確保

に努めております。

　
②企業統治体制の概要

当社の取締役会は、迅速な意思決定と監督機能の充実を図るため、原則として毎月開催しており、重

要事項について決定するとともに、取締役の業務執行状況を監督いたしております。また、監督機能の

実効性をより高めるため、現在は社外取締役２名（取締役の総員は８名）を選任しており、社外取締役

の各氏はその豊富な経験と幅広い知見に基づき、取締役会等において適宜意見表明等を行っておりま

す。なお、当社は経営機構の意思決定・監督機能と業務執行機能の分離を進め、コーポレート・ガバナ

ンスの充実ならびに業務執行機能の強化、執行責任の明確化を図るため、執行役員制度を導入いたして

おります。

監査役会につきましては、社外監査役３名を含む５名で構成されており、各監査役は取締役会やその

他重要な会議に出席するほか、内部監査部門、内部統制部門および会計監査人と適宜協議、情報交換を

行うなど緊密な連携を保つことにより、監査の充実に努めております。なお、常勤監査役髙田周治氏は

東急建設株式会社において長年にわたる財務部門の経験を有しており、財務および会計に関する相当

程度の知見を有しております。

また、取締役会に付議される事項、その他重要な業務執行に関する事項については、意思決定の透明

性・妥当性の確保を図るため、原則として毎月２度開催される経営会議の審議を経るものとしており、

本会議には一部の監査役も出席いたしております。

上記のとおり、当社は複数の社外取締役および社外監査役を選任するほか、採用するそれぞれの制度

や仕組みを通じ、業務執行機能、監査・監督機能の充実を図っており、これらの体制ならびに機能がそ

れぞれ有機的に作用することにより、良好なコーポレート・ガバナンスが確保されるものと認識いた

しております。

なお、当社は優秀な人材を迎え、社外取締役及び社外監査役が期待される役割を十分に果たすことが

できるよう、当社への責任を一定範囲に限定する契約を締結できる旨を定款に定めており、現在、社外

取締役および社外監査役全員との間に会社法第423条第1項の損害賠償責任を法令が規定する額に限定

する契約を締結しております。
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③内部統制システムならびにリスク管理体制の整備の状況

「当社コーポレート・ガバナンス体制図」

　

「内部統制システムならびにリスク管理体制の整備の状況」

内部統制システムの整備については、取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確

保し、業務の適正を確保するための重要な経営課題であると認識しております。

当社では、業務分掌および権限と責任の所在を明確化することにより、効率的に業務を遂行する体

制を整備するとともに、重要事項については経営会議において多面的な検討を経て、適切かつ迅速な

意思決定を行なうものとしております。

また、当社グループでは、法令順守はもとより企業倫理や環境問題、反社会的勢力との関係遮断等、

社会的責任に基づいた企業行動の徹底を図るため「東急グループコンプライアンス指針」に則り

「世紀東急工業グループコンプライアンス行動規範」を制定するとともに、所管部署による定期的

な研修等を通じ、コンプライアンス経営によるリスク管理を一体的に推進しております。
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当社では従前よりこれらの実効性を確保するため、各種規程・マニュアル等を整備するほか、内部

通報制度を構築・運用するとともに、適法性をはじめ様々な観点から業務遂行の状況を監視するた

め、内部監査部門を中心とする監査チームが部門横断的に連携して適宜内部監査を実施しており、そ

の結果は随時取締役および監査役に報告されております。

なお、内部統制の強化・推進を図るため、平成１９年４月より本社に内部統制推進室（現・内部統

制推進部）を設置しており、既存システムの見直しを含め、適正かつ効率的な業務の遂行ならびに財

務報告の適正性を確保するための体制構築に継続的に取り組んでおります。

　
④社外取締役および社外監査役

社外取締役および社外監査役を選任するための独立性に関する基準または方針は定めておりません

が、選任にあたっては、会社法に規定される要件のほか、株式会社東京証券取引所の定める独立役員の

独立性に関する判断基準等も参考にしながら、各人の経歴等から、当社の経営に有益な指導・助言をい

ただけるものと判断される方、適切に監査業務を遂行いただけると判断される方を社外取締役または

社外監査役の候補者として株主総会に上程し、それぞれご選任いただいております。

　当社の社外取締役（２名）および社外監査役（３名）との関係は以下のとおりであります。

役職 氏名 重要な兼職の状況および当社との関係等

取締役(非常勤) 飯　塚　恒　生

当社の主要株主である東急建設株式会社の代表取締役社長に就任されてお
ります。
同社と当社との間には、工事請負等の取引があります。なお、平成25年３月期
における当社の総売上高に占める同社に対する売上高の割合は５％未満で
あります。

取締役(非常勤) 濵　名　　　節

東京急行電鉄株式会社の執行役員に就任されております。
同社と当社との間には、工事請負等の取引があります。なお、平成25年３月期
における当社の総売上高に占める同社に対する売上高の割合は１％未満で
あります。

監査役(非常勤) 岩　田　哲　夫

東京急行電鉄株式会社の常勤監査役に就任されております。
平成19年６月まで当社の主要な借入先のひとつである株式会社三菱東京Ｕ
ＦＪ銀行で業務執行されておりました。なお、平成25年３月31日現在の同行
からの借入金額は15億円であります。

監査役(非常勤) 金　井　健　至

当社の主要株主である東急建設株式会社の常勤監査役に就任されておりま
す。
平成24年６月まで、同社で使用人として業務執行されておりました。
同社と当社との間には、工事請負等の取引があります。なお、平成25年３月期
における当社の総売上高に占める同社に対する売上高の割合は５％未満で
あります。

監査役(非常勤) 前　野　淳　禎

当社の主要株主である東急建設株式会社の常勤監査役に就任されておりま
す。
平成24年６月まで、同社で使用人として業務執行されておりました。
同社と当社との間には、工事請負等の取引があります。なお、平成25年３月期
における当社の総売上高に占める同社に対する売上高の割合は５％未満で
あります。

その他の関係会社である東急建設株式会社および東京急行電鉄株式会社の役員に当社の社外取締役

および社外監査役に就任いただいておりますが、取締役会の構成員として業務執行の監督機能を果た

すほか、必要に応じて経営に対する指導・助言をいただいているものであり、当社の独立性は確保され

ているものと認識しております。

また、当社は東京急行電鉄株式会社を中核とする東急グループの一員として、建設事業の分野を担っ

ており、東急建設株式会社とは類似した事業を営んでおりますが、当社は舗装工事を中心に事業展開し

ており、同社とは事業領域を相互に補完しうる関係にあるものと考えております。
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上記および関係会社の状況（第一部　第１「４　関係会社の状況」）に記載のとおり、当社と上記各

社との間には一定の資本関係ならびに工事の請負等の取引がありますが、その取引額が当社の売上に

占める割合については他の取引先に対する売上と比較し大きいものではないこと、何れの会社との間

にも特別な取引条件その他事業上の制約は存在しないこと、さらにはそれぞれ個人としても当社との

間に何ら利害関係を有していないことから、社外取締役および社外監査役の各氏は、いずれも一定の独

立性を有しているものと認識いたしております。

なお、社外取締役および社外監査役に対しては、取締役会における業務執行報告、監査結果報告のほ

か、必要に応じ重要なリスク等について担当役員より個別に報告を行い、また取締役会において特に重

要な意思決定を行う場合、その他必要がある場合には事前に説明を行い意見を求めるなど、期待する機

能が十分果たされるよう環境の整備に努めております。

　
⑤役員の報酬等

　

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額および対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の
総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる役
員の員数
（人）基本報酬

ストックオプ
ション

賞与 退職慰労金

取締役
（社外取締役を除く）

83 83 － － － 7

監査役
（社外監査役を除く）

20 20 － － － 2

社外役員 0 0 － － － 2

　

ロ．役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載いたしておりません。

　

ハ．使用人兼務役員の使用人分給与のうち重要なもの

該当事項はありません。

　

ニ．役員の報酬等の額の決定に関する方針

平成18年６月29日開催の第57回定時株主総会において、取締役（使用人兼務取締役の使用人分給

与は含まない）の報酬限度額は年額３億24百万円以内、監査役の報酬限度額は年額60百万円以内と

決議しており、取締役の報酬額については取締役会の決議により、監査役の報酬額については監査役

の協議により、それぞれ報酬限度額の範囲内において、役職に応じ、また業績を勘案し決定いたして

おります。
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⑥株式の保有状況

イ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数 　18銘柄

貸借対照表計上額の合計額 252百万円

　

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及

び保有目的

　　　　（前事業年度）

　　　　　特定投資株式

銘柄
株式数
（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

株式会社三菱ＵＦＪフィナン
シャル・グループ

47,250 19安定した取引関係の構築

株式会社みずほフィナンシャル
グループ

127,727 17安定した取引関係の構築

(注) 貸借対照表計上額が資本金額の100分の１以下でありますが、すべての上場銘柄について記載しております。

　

　　　　（当事業年度）

　　　　　特定投資株式

銘柄
株式数
（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

株式会社三菱ＵＦＪフィナン
シャル・グループ

47,250 26安定した取引関係の構築

株式会社みずほフィナンシャル
グループ

127,727 25安定した取引関係の構築

　

ハ．保有目的が純投資目的である投資株式

　
前事業年度
（百万円）

当事業年度
（百万円）

　
貸借対照表計上
額の合計額

貸借対照表計上
額の合計額

受取配当金
の合計額

売却損益
の合計額

評価損益
の合計額

非上場株式 － － － － －

非上場株式以外の株式 1 1 0 － 0

　

⑦会計監査の状況

会計監査人である新日本有限責任監査法人は、指定有限責任社員・業務執行社員である川井克之、片

桐春美の両氏が監査業務を執行し、公認会計士５名、その他４名がその補助を行っております。

　

⑧種類株式の状況

資金調達手段を多様化し自己資本の充実を図るため、完全議決権株式である普通株式のほか、無議決

権株式であるＡ種優先株式を発行いたしております。
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⑨その他定款に定めている事項

　　「取締役および監査役の定員」

取締役および監査役の定員は、取締役24名以内、監査役５名以内とする旨を定款に定めております。

　　「自己の株式の取得」

当社は、機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会

の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款に定めております。

　
　　「株主総会および種類株主総会の特別決議要件」

当社は、特別決議の定足数を緩和することにより株主総会の円滑な運営を行なうため、会社法第309

条第２項および第324条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の

１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行なう旨を定款に定めております。

　
　　「取締役選任の決議要件」

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行なう旨を定款に定めております。

　
　　「取締役および監査役の責任免除」

当社は、取締役及び監査役が職務の執行にあたり期待される役割を十分に発揮できるようにするた

め、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことによる取締役（取締役であった者を含む。）

及び監査役（監査役であった者を含む。）の損害賠償責任を法令の限度において、取締役会の決議に

よって免除することができる旨を定款に定めております。

　
　　「中間配当」

当社は、株主への利益還元を機動的に行なうため、会社法第454条第５項の規定に基づき、取締役会の

決議によって毎年９月30日を基準日として中間配当を行なうことができる旨を定款に定めておりま

す。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 53 － 51 －

連結子会社 － － － －

計 53 － 51 －

　

② 【その他重要な報酬の内容】

前連結会計年度

該当事項はありません

当連結会計年度

該当事項はありません

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前連結会計年度

該当事項はありません

当連結会計年度

該当事項はありません

　

④ 【監査報酬の決定方針】

該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号)に基づき作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号)

第２条の規定に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)により作成してお

ります。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成24年４月１日から平成25

年３月31日まで)の連結財務諸表及び事業年度(平成24年４月１日から平成25年３月31日まで)の財務諸表

について、新日本有限責任監査法人の監査を受けております。

　

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、以下の通り連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。

・会計基準等の内容を適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入

し、同機構が行うセミナー等に参加しております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 783 2,566

受取手形・完成工事未収入金等 ※６
 18,066

※６
 20,036

未成工事支出金 ※５
 8,528

※５
 5,347

材料貯蔵品 357 328

短期貸付金 2,434 9

繰延税金資産 － 403

その他 3,626 3,669

貸倒引当金 △90 △55

流動資産合計 33,706 32,306

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 ※２
 6,627

※２
 6,508

機械、運搬具及び工具器具備品 15,151 15,256

土地 ※２
 11,690

※２
 11,504

減価償却累計額 △18,327 △18,261

有形固定資産合計 15,142 15,007

無形固定資産

その他 127 157

無形固定資産合計 127 157

投資その他の資産

投資有価証券 ※１
 246

※１
 261

破産更生債権等 ※４
 886

※４
 813

その他 293 312

貸倒引当金 ※４
 △804

※４
 △752

投資その他の資産合計 621 634

固定資産合計 15,890 15,799

資産合計 49,597 48,106
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 ※６
 21,503

※６
 22,091

短期借入金 ※2, ※3
 8,659

※2, ※3
 509

未払法人税等 80 200

未成工事受入金 4,977 3,180

完成工事補償引当金 226 142

工事損失引当金 ※５
 375

※５
 368

賞与引当金 368 470

その他 576 1,228

流動負債合計 36,767 28,190

固定負債

長期借入金 － ※2, ※3
 4,500

退職給付引当金 3,935 3,984

その他 93 86

固定負債合計 4,028 8,571

負債合計 40,796 36,762

純資産の部

株主資本

資本金 2,000 2,000

資本剰余金 500 500

利益剰余金 6,318 8,846

自己株式 △20 △20

株主資本合計 8,798 11,326

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 3 18

その他の包括利益累計額合計 3 18

純資産合計 8,801 11,344

負債純資産合計 49,597 48,106
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

売上高

完成工事高 45,121 54,109

製品売上高 19,541 21,391

不動産事業等売上高 155 101

売上高合計 64,818 75,602

売上原価

完成工事原価 ※１
 42,514

※１
 50,859

製品売上原価 ※２
 16,011

※２
 17,709

不動産事業等売上原価 ※２
 109 75

売上原価合計 58,634 68,644

売上総利益

完成工事総利益 2,607 3,250

製品売上総利益 3,530 3,681

不動産事業等総利益 45 26

売上総利益合計 6,183 6,958

販売費及び一般管理費 ※3, ※4
 3,889

※3, ※4
 3,226

営業利益 2,294 3,731

営業外収益

受取利息 1 2

受取配当金 5 6

土地賃貸料 17 16

貸倒引当金戻入額 15 －

雑収入 18 20

営業外収益合計 57 45

営業外費用

支払利息 140 114

シンジケートローン組成費用 － 72

雑支出 33 38

営業外費用合計 173 225

経常利益 2,178 3,551
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

特別利益

固定資産売却益 ※５
 15

※５
 0

受取補償金 72 170

補助金収入 46 －

特別利益合計 134 170

特別損失

固定資産売却損 ※６
 314

※６
 0

固定資産除却損 ※７
 24

※７
 9

減損損失 － ※８
 236

その他 4 1

特別損失合計 342 247

税金等調整前当期純利益 1,970 3,474

法人税、住民税及び事業税 83 173

法人税等調整額 － △403

法人税等合計 83 △230

少数株主損益調整前当期純利益 1,886 3,705

当期純利益 1,886 3,705
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【連結包括利益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 1,886 3,705

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1 14

その他の包括利益合計 ※１
 1

※１
 14

包括利益 1,887 3,720

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 1,887 3,720

少数株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 2,000 2,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,000 2,000

資本剰余金

当期首残高 500 500

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 500 500

利益剰余金

当期首残高 6,062 6,318

当期変動額

当期純利益 1,886 3,705

自己株式の処分 △0 －

自己株式の消却 △1,620 △1,177

連結除外による減少高 △10 －

当期変動額合計 256 2,527

当期末残高 6,318 8,846

自己株式

当期首残高 △19 △20

当期変動額

自己株式の取得 △1,620 △1,177

自己株式の処分 0 －

自己株式の消却 1,620 1,177

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △20 △20

株主資本合計

当期首残高 8,542 8,798

当期変動額

当期純利益 1,886 3,705

自己株式の取得 △1,620 △1,177

自己株式の処分 0 －

自己株式の消却 － －

連結除外による減少高 △10 －

当期変動額合計 255 2,527

当期末残高 8,798 11,326
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 2 3

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

1 14

当期変動額合計 1 14

当期末残高 3 18

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 2 3

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

1 14

当期変動額合計 1 14

当期末残高 3 18

純資産合計

当期首残高 8,544 8,801

当期変動額

当期純利益 1,886 3,705

自己株式の取得 △1,620 △1,177

自己株式の処分 0 －

自己株式の消却 － －

連結除外による減少高 △10 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1 14

当期変動額合計 256 2,542

当期末残高 8,801 11,344
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 1,970 3,474

減価償却費 692 668

減損損失 － 236

貸倒引当金の増減額（△は減少） 8 △145

賞与引当金の増減額（△は減少） △14 101

退職給付引当金の増減額（△は減少） 241 49

受取利息及び受取配当金 △6 △8

支払利息 140 114

有形固定資産売却損益（△は益） 298 △0

有形固定資産除却損 24 9

売上債権の増減額（△は増加） △981 △1,840

未成工事支出金の増減額（△は増加） △1,740 3,181

仕入債務の増減額（△は減少） 2,146 588

未成工事受入金の増減額（△は減少） 479 △1,796

未払消費税等の増減額（△は減少） 45 329

未収入金の増減額（△は増加） △105 115

その他 △5 △34

小計 3,193 5,042

利息及び配当金の受取額 6 8

利息の支払額 △145 △158

法人税等の支払額 △109 △95

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,945 4,796

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △610 △525

有形固定資産の売却による収入 476 20

ゴルフ会員権の売却による収入 4 0

貸付けによる支出 － △67

貸付金の回収による収入 22 14

その他 △22 △50

投資活動によるキャッシュ・フロー △130 △608

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 9 △0

長期借入れによる収入 － 5,000

長期借入金の返済による支出 △1,000 △8,650

自己株式の取得による支出 △1,620 △1,177

その他 0 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,610 △4,828

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 204 △639

現金及び現金同等物の期首残高 3,006 3,206

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △4 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※１
 3,206

※１
 2,566
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【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数      ５社

連結子会社名は「第１ 企業の概況 ４ 関係会社の状況」に記載のとおりであります。

　
(2) 主要な非連結子会社名

中外エンジニアリング株式会社

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社１社は、小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益の持分に見合う額及び利益剰余金

の持分に見合う額等は、いずれも連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であるため、連結の範囲から除外して

おります。

　

２　持分法の適用に関する事項

持分法適用の会社はありません。

持分法非適用の非連結子会社名

中外エンジニアリング株式会社

持分法非適用の関連会社名

ガルフシール工業株式会社

能登アスコン株式会社

持分法非適用の非連結子会社並びに関連会社の過去５年間における平均の当期純損益のうち持分に見

合う額及び利益剰余金のうち持分に見合う額等のそれぞれの合計額は、過去５年間における平均の連結

当期純損益及び利益剰余金等の額に対して、いずれもその割合が僅少であり、連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしておりません。

　
３　連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。
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４　会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①  有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

②  たな卸資産

未成工事支出金

個別法による原価法

材料貯蔵品

移動平均法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①  有形固定資産(リース資産を除く)

定率法

  ただし、平成10年４月１日以降の新規取得の建物(建物附属設備を除く)については、定額法によって

おります。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物・構築物 ７～50年

機械・運搬具・
工具器具備品

５～７年

②  無形固定資産(リース資産を除く)

定額法

  なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっ

ております。

③  リース資産

  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法を採用しております。なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　

EDINET提出書類

世紀東急工業株式会社(E00176)

有価証券報告書

 53/106



　

(3) 重要な引当金の計上基準

①  貸倒引当金

  売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等の特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②  完成工事補償引当金

  完成工事のかし担保等の費用に充てるため、当連結会計年度及び過年度の実績率を基礎に将来の支

出見込みを勘案して計上しております。

③  工事損失引当金

  工事受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における工事受注契約に係る損失

見込額を計上しております。

④  賞与引当金

  従業員の賞与支給に備えて、当連結会計年度において負担すべき支給見込額を計上しております。

⑤  退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。

  なお、会計基準変更時差異(1,769百万円)については、15年による按分額を費用処理しております。

  過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(13年)による定額法に

より費用処理しております。

  数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数(10年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しておりま

す。

(4) 完成工事高の計上基準

①  当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準（工事の進捗度の見積りは原価比例法）

②  その他の工事

工事完成基準

(5) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

  手許現金、随時引き出し可能な預金、及び容易に換金可能であり、且つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３か月以内に償還期限が到来する短期投資からなっております。

(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

①  消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

②  連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。
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  (未適用の会計基準等)

・「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号  平成24年５月17日)

・「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第25号  平成24年５月17日)

　
(1) 概要

本会計基準等は、財務報告を改善する観点及び国際的な動向を踏まえ、未認識数理計算上の差異及び未

認識過去勤務費用の処理方法、退職給付債務及び勤務費用の計算方法並びに開示の拡充を中心に改正さ

れたものです。

(2) 適用予定日

平成26年３月期の期末より適用予定です。ただし、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の改正につい

ては、平成27年３月期の期首より適用予定です。

(3) 当該会計基準等の適用による影響

影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中です。
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(連結貸借対照表関係)

※１  非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

投資有価証券(株式) 7百万円 7百万円

　

※２  担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

建物・構築物 455百万円 444百万円

土地 9,074 9,074

計 9,529 9,518

　

担保付債務は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

１年以内返済予定の長期借入金 8,650百万円 500百万円

長期借入金 ― 4,500

計 8,650 5,000

　

※３  当社は平成22年３月に株式会社三菱東京UFJ銀行をアレンジャーとするシンジケートローン契約を締

結しておりましたが、平成25年３月に同行をアレンジャーとする総額8,000百万円（うちタームローン

5,000百万円、コミットメントライン3,000百万円）のシンジケートローン契約を再締結しております

（ただし、平成25年３月31日現在、コミットメントラインは未使用）。

当該シンジケートローン契約には、以下の財務制限条項が付されております。

①平成25年３月期以降の各決算期の期末日の貸借対照表及び連結貸借対照表における純資産の部の金

額を、当該決算期の直前の決算期または平成24年３月期の期末日の貸借対照表及び連結貸借対照表

における純資産の部の金額のいずれか大きい方の75％以上にぞれぞれ維持すること。

②平成25年３月期以降の損益計算書及び連結損益計算書において、２期連続して経常損失を計上しな

いこと。

③平成25年３月期以降の損益計算書及び連結損益計算書において、２期連続して当期純損失を計上し

ないこと。

④平成25年３月期以降の連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書に係る

トータル・レバレッジ・レシオを15.0以下にそれぞれ維持すること。

  なお、上記、財務制限条項については、会計基準の変更があった場合には、当該変更による影響について

全当事者で協議することとなっております。

      当連結会計年度末におけるタームローン残高は次のとおりであります。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

　 8,650百万円 5,000百万円
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※４  債権の全額に貸倒引当金を設定している「破産更生債権等」については、当該引当金から以下のとお

り直接減額しております。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

　 12,174百万円 1,098百万円

 

※５  たな卸資産及び工事損失引当金の表示

  損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と工事損失引当金は、相殺せず両建てで表示

しております。損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金のうち、工事損失引当金に対応す

る額は、以下のとおりであります。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

工事損失引当金に対応する
未成工事支出金

365百万円 128百万円

 

※６  当連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

  なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の当連結会計年度末日満期手形が当連結

会計年度末残高に含まれております。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

受取手形 2百万円 0百万円

支払手形 56 61
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(連結損益計算書関係)

※１  完成工事原価に含まれる工事損失引当金繰入額は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

　 375百万円 163百万円

 

※２  期末の棚卸資産は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、棚卸資産評価損は次のとおり含まれ

ております。

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

製品売上原価 12百万円 7百万円

不動産事業等売上原価 6 ―

計 18 7

　
※３  主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

従業員給料手当 1,850百万円 1,457百万円

賞与引当金繰入額 117 118

退職給付費用 289 272

営業債権貸倒引当金繰入額 21 △11

 

※４  一般管理費に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

　 259百万円 267百万円

　
※５  固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

機械、運搬具及び工具器具備品 15百万円 0百万円

　

※６  固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

建物・構築物 131百万円 ―百万円

土地 182 ―

その他 0 0

計 314 0
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※７  固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

建物・構築物 5百万円 2百万円

機械、運搬具及び工具器具備品 18 6

その他 0 0

計 24 9

　

※８  当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

  以下の資産または資産グループについて減損損失を計上しております。

用途 種類 場所 金額

事業用資産
建物・構築物、機械、運搬具及
び工具器具備品、土地

北海道他 236百万円

  当社グループは、他の資産または資産グループのキャッシュ・フローから概ね独立したキャッシュ・

フローを生み出す最小の単位に拠って資産のグルーピングを行っております。当連結会計年度において

収益性が著しく低下した資産または資産グループについて、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額236百万円を減損損失として特別損失に計上しております。その内訳は、建物・構築物17百万円、機

械、運搬具及び工具器具備品32百万円、土地186百万円であります。

  なお、当該資産または資産グループの回収可能価額は、使用価値により測定しております。また、使用価

値の算定に当たっては、将来キャッシュ・フローを2.0％で割引いて算定しております。

　

(連結包括利益計算書関係)

※１  その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

その他有価証券評価差額金 　 　

  当期発生額 0百万円 14百万円

  組替調整額 ― 百万円 ― 百万円

    税効果調整前 0百万円 14百万円

    税効果額 0百万円 0百万円

    その他有価証券評価差額金 1百万円 14百万円

その他の包括利益合計 1百万円 14百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 128,972,03758,100,000 ― 187,072,037

Ａ種優先株式(株) 5,000,000 ― 1,000,000 4,000,000

Ｂ種優先株式(株) 9,830,000 ― 8,000,000 1,830,000

      合計(株) 143,802,03758,100,000 9,000,000 192,902,037

（変動事由の概要）

(1) 普通株式の増加数の内訳は、次の通りであります。

              Ｂ種優先株式の取得請求権の行使による増加      58,100,000株

        (2) Ａ種優先株式及びＢ種優先株式の減少数の内訳は、次の通りであります。

              自己株式の消却による減少                       9,000,000株

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 201,498 4,918 150 206,266

Ａ種優先株式(株) ― 1,000,000 1,000,000 ―

Ｂ種優先株式(株) ─ 8,000,000 8,000,000 ―

（変動事由の概要）

(1) 普通株式の増減数の内訳は、次の通りであります。

      単元未満株式の買取りによる増加             4,918株

      単元未満株式の買増請求による減少             150株

        (2) Ａ種優先株式及びＢ種優先株式の増減数の内訳は、次の通りであります。

              取得による増加             9,000,000株

              消却による減少             9,000,000株

　
当連結会計年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 187,072,037 ― ― 187,072,037

Ａ種優先株式(株) 4,000,000 ― 500,000 3,500,000

Ｂ種優先株式(株) 1,830,000 ― 1,830,000 ―

      合計(株) 192,902,037 ― 2,330,000 190,572,037

（変動事由の概要）

            Ａ種優先株式及びＢ種優先株式の減少数の内訳は、次の通りであります。

              自己株式の消却による減少                       2,330,000株

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 206,266 4,556 ― 210,822

Ａ種優先株式(株) ― 500,000 500,000 ―

Ｂ種優先株式(株) ― 1,830,000 1,830,000 ―

（変動事由の概要）

(1) 普通株式の増加数の内訳は、次の通りであります。

      単元未満株式の買取りによる増加             4,556株

        (2) Ａ種優先株式及びＢ種優先株式の増減数の内訳は、次の通りであります。

              取得による増加             2,330,000株

              消却による減少             2,330,000株
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

現金預金 783百万円 2,566百万円

短期貸付金（注） 2,422 ―

現金及び現金同等物 3,206 2,566

(注)  東急ファイナンスアンドアカウンティング株式会社がグループ各社に提供するキャッシュマネジメントシス

テムによるものであります。

　

(リース取引関係)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

該当ありません。

　

２　オペレーティング・リース取引

（借主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

１年以内 9百万円 8百万円

１年超 15 9

計 24 17
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(金融商品関係)

１　金融商品の状況に関する事項

(１) 金融商品に対する取組方針

  当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については、銀行等金融機関

からの借入により資金を調達しております。また、資金運用及び調達を目的として加入していました東急

グループのキャッシュマネジメントシステムは、当連結会計年度をもって脱退しております。

(２) 金融商品の内容及びそのリスク

  営業債権である受取手形・完成工事未収入金等は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証

券は、主に政策保有の株式であり、市場価格の変動リスクや発行会社の信用リスクに晒されております。

  営業債務である支払手形・工事未払金等は、ほとんど１年以内の支払期日であります。また、借入金は、

主に運転資金及び設備投資資金の調達を目的としたものであり、金利の変動リスクに晒されております。

そして、資金を調達する際に金融機関と締結したシンジケートローン契約には、財務制限条項が付されて

おります。

(３) 金融商品に係るリスク管理体制

 ①  信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、諸規程に従い、営業債権等について、各支店、事業所が取引先について、定期的なモニタリ

ングや与信管理を行い、信用状況の悪化等による回収懸念債権の早期把握と軽減を図るとともに、本

社管理部門への定期的な報告により、情報の共有化等を行い、信用リスクを管理しております。連結子

会社についても、当社諸規程に準じて、同様な管理を行っています。

  当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借対照表

価額により表わされております。

 ②  市場リスク（金利等の変動リスク）の管理

当社の借入金に係る支払金利の変動リスクについては、財務部で市場金利の動向を確認しており

ます。また、投資有価証券については、定期的に時価や発行会社（取引先企業）の財務状況等を把握

し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

 ③  資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部署からの報告に基づき財務部が定期的に資金計画を作成・更新し、流動性リスクを管

理しております。

(４) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

  金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することもあります。
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２　金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りであります。なお、時価を把握することが極

めて困難と認められるものは、次表に含めておりません((注２)を参照下さい)。

    前連結会計年度（平成24年３月31日）

　
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価 
(百万円)

差額
(百万円)

　現金預金 783　 783　 ― 　

　受取手形・完成工事未収入金等 18,066　 18,066　 ― 　

　短期貸付金 2,434　 2,434　 ― 　

　投資有価証券 38　 38　 ― 　

　支払手形・工事未払金等 (21,503) (21,503) ― 　

　短期借入金 (8,659) (8,659) ― 　

※　負債に計上されているものについては（　）で示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

(1) 現金預金、受取手形・完成工事未収入金等並びに短期貸付金は、全て短期間で決済されるため、時価

    は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(2) 投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。

負　債

(1) 支払手形・工事未払金等は、全て短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

    当該帳簿価額によっております。

(2) 短期借入金の主なものは、１年以内返済予定の長期借入金（8,650百万円）を振り替えたものでありま

す。「１年以内返済予定の長期借入金」の時価については、長期借入金の算定による元利金の合計額を

同様の新規借入金を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

　
（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額208百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを

見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため「投資有価証券」には含

めておりません。

 (注３) 金銭債権の連結決算日後の償還予定額

            当社における預金、受取手形・完成工事未収入金等並びに短期貸付金は、１年以内の金銭債権となって

            おります。

 (注４) 長期借入金の連結決算日後の返済予定額

　
１年以内
(百万円)

１年超
２年以内
(百万円)

２年超
３年以内
(百万円)

３年超
４年以内
(百万円)

４年超
５年以内
(百万円)

５年超
(百万円)

長期借入金 8,650 ― ― ― ― ―
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    当連結会計年度（平成25年３月31日）

　
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価 
(百万円)

差額
(百万円)

　現金預金 2,566　 2,566　 ― 　

　受取手形・完成工事未収入金等 20,036　 20,036　 ― 　

　投資有価証券 53　 53　 ― 　

　支払手形・工事未払金等 (22,091) (22,091) ― 　

　短期借入金 (9) (9) ― 　

　長期借入金 (5,000) (5,000) ― 　

※　負債に計上されているものについては（　）で示しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

(1) 現金預金、受取手形・完成工事未収入金等は、全て短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ

    等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(2) 投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。

負　債

(1) 支払手形・工事未払金・短期借入金等は、全て短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しい

ことから、当該帳簿価額によっております。

(2) 長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入金を行った場合に想定される利率で割

り引いて算定する方法によっております。なお、連結貸借対照表の「流動負債」の「短期借入金」に含

めております「１年以内返済予定の長期借入金（500百万円）」は長期借入金として算定しておりま

す。

　
（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額208百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを

見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため「投資有価証券」には含

めておりません。

 (注３) 金銭債権の連結決算日後の償還予定額

            当社における預金、受取手形・完成工事未収入金等は、１年以内の金銭債権となっております。

 (注４) 長期借入金の連結決算日後の返済予定額

　
１年以内
(百万円)

１年超
２年以内
(百万円)

２年超
３年以内
(百万円)

３年超
４年以内
(百万円)

４年超
５年以内
(百万円)

５年超
(百万円)

長期借入金 500 1,000 1,000 1,000 1,500 ―
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(有価証券関係)

前連結会計年度(平成24年３月31日)

１　その他有価証券

種類
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

(1) 連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

　 　 　

        株式 18 13 5

        債券 ― ― ―

        その他 ― ― ―

        小計 18 13 5

(2) 連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの

　 　 　

        株式 19 21 △1

        債券 ― ― ―

        その他 ― ― ―

        小計 19 21 △1

合計 38 34 3

(注) 非上場株式(連結貸借対照表計上額200百万円)については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困
難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

　

当連結会計年度(平成25年３月31日)

１　その他有価証券

種類
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

(1) 連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

　 　 　

        株式 53 34 18

        債券 ― ― ―

        その他 ― ― ―

        小計 53 34 18

(2) 連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの

　 　 　

        株式 ― ― ―

        債券 ― ― ―

        その他 ― ― ―

        小計 ― ― ―

合計 53 34 18

(注) 非上場株式(連結貸借対照表計上額200百万円)については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困
難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

　

(デリバティブ取引関係)

当社グループは、デリバティブ取引を利用していないため該当事項はありません。
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(退職給付関係)

１　採用している退職給付制度の概要

    当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として規約型確定給付年金制度及び退職一時金制度を設けております。

２　退職給付債務に関する事項

　 (前連結会計年度末) (当連結会計年度末)

イ　退職給付債務 △6,401百万円 △6,570百万円

ロ　年金資産 1,224 1,266

ハ　未積立退職給付債務(イ＋ロ) △5,177 △5,304

ニ　会計基準変更時差異の未処理額 353 235

ホ　未認識数理計算上の差異 1,024 1,256

ヘ　未認識過去勤務債務(債務の減額)　(注)１ △136 △172

ト　連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) △3,935 △3,984

チ　前払年金費用 ― ―

リ　退職給付引当金(ト－チ) △3,935 △3,984

(注) １　提出会社は過年度において、退職給付制度における給付水準減額の制度変更を行ったため、過去勤務債務
(債務の減額)が発生しております。

２　連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

３　退職給付費用に関する事項

　 (前連結会計年度) (当連結会計年度)

イ　勤務費用 263百万円 263百万円

ロ　利息費用 106 108

ハ　期待運用収益 △41 △42

ニ　会計基準変更時差異の費用処理額 117 117

ホ　数理計算上の差異の費用処理額 250 215

ヘ　過去勤務債務の費用処理額　(注)２ △49 △49

ト　退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) 647 613

(注) １　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「イ. 勤務費用」に含めております。
２　「２.　退職給付債務に関する事項」(注)１に記載の過去勤務債務に係る当連結会計年度の費用処理額で
あります。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 イ 退職給付見込額の期間配分方法

勤務期間を基準とする方法

 ロ 割引率

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

1.7％ 0.8％

 ハ 期待運用収益率

前連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

3.5％ 3.5％

 ニ 過去勤務債務の額の処理年数

13年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法)

 ホ 数理計算上の差異の処理年数

10年(各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により按分し

た額をそれぞれ翌連結会計年度から費用処理する方法)

 ヘ 会計基準変更時差異の処理年数

15年
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

繰延税金資産 　 　

貸倒引当金 1,140百万円 477百万円

退職給付引当金 1,402 1,427

長期販売用会員権評価損 196 ―

投資有価証券評価損 86 86

ゴルフ会員権評価損 151 151

減損損失 820 861

工事損失引当金 142 139

賞与引当金 139 178

繰越欠損金 11,887 9,892

その他 204 183

繰延税金資産小計 16,171 13,398

評価性引当額 △16,171 △12,995

繰延税金資産合計 ― 403

　 　 　

繰延税金負債 　 　

資産除去債務等 4百万円 3百万円

繰延税金負債合計 4 3

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

法定実効税率 40.7％ 38.0％

(調整) 　 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.7 1.0

住民税均等割等 3.4 1.9

評価性引当額 △42.3 △46.2

その他 0.8 △1.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 4.3 △6.6
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能で

あり、取締役会等が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっ

ているものであります。

  当社グループは、当社の各事業管理部門を中心に建設事業及び舗装資材製造販売事業について、包括的

な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

  従って、当社グループは、「建設事業」及び「舗装資材製造販売事業」の２つを報告セグメントとして

おります。

  「建設事業」は、舗装、土木その他建設工事全般に関する事業を、「舗装資材製造販売事業」は、アス

ファルト合材等舗装資材の製造販売に関する事業を行っております。

　

２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項」における記載と概ね同一であります。

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

　

３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報

      前連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)

（単位：百万円）

　 報告セグメント 　 　
連結
財務諸表
計上額
（注）３

　 建設事業
舗装資材
製造販売
事業

計
その他
（注）１

調整額
（注）２

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 45,121 19,541 64,663 155 ― 64,818

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― 7,593 7,593 477 △8,071 ―

計 45,121 27,135 72,257 632 △8,071 64,818

セグメント利益 1,179 3,011 4,190 96 △1,992 2,294

セグメント資産 25,822 19,278 45,100 621 3,876 49,597

その他の項目 　 　 　 　 　 　

  減価償却費 93 387 481 174 36 692

  有形固定資産及び
  無形固定資産の増加額

87 341 429 166 46 642

(注)１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業等を含んでおります。

２  調整額は、以下の通りであります。

(1)  セグメント利益の調整額の主なものは、各事業セグメントに帰属しない本社管理部門等の一般管理費       

△1,987百万円であります。

(2)  セグメント資産の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産4,506百万円、セグメント間取引消

去△630百万円であります。

(3)  減価償却費、有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、各報告セグメントに配分していない提出会

社の管理部門等に係るものであります。

    ３  セグメント利益は連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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      当連結会計年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日)

（単位：百万円）

　 報告セグメント 　 　
連結
財務諸表
計上額
（注）３

　 建設事業
舗装資材
製造販売
事業

計
その他
（注）１

調整額
（注）２

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 54,109 21,391 75,501 101 ― 75,602

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― 8,647 8,647 459 △9,106 ―

計 54,109 30,038 84,148 560 △9,106 75,602

セグメント利益 2,186 3,410 5,596 88 △1,952 3,731

セグメント資産 24,476 19,230 43,707 703 3,695 48,106

その他の項目 　 　 　 　 　 　

  減価償却費 100 358 459 170 38 668

  減損損失 114 121 236 ― ― 236

  有形固定資産及び
  無形固定資産の増加額

298 247 546 206 83 835

(注)１ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業等を含んでおります。

２  調整額は、以下の通りであります。

(1)  セグメント利益の調整額の主なものは、各事業セグメントに帰属しない本社管理部門等の一般管理費△1,951

百万円であります。

(2)  セグメント資産の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産4,430百万円、セグメント間取引消

去△735百万円であります。

(3)  減価償却費、有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、各報告セグメントに配分していない提出会

社の管理部門等に係るものであります。

    ３  セグメント利益は連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

前連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

      セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　
２  地域ごとの情報

  (1) 売上高

  本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

　
(2) 有形固定資産

      本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　
３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、 記載は

ありません。

　

当連結会計年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

      セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　
２  地域ごとの情報

  (1) 売上高

  本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

　
(2) 有形固定資産

      本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　
３  主要な顧客ごとの情報

　 　 (単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

中日本高速道路株式会社 7,690建設事業
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 【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

      該当事項はありません。

　
当連結会計年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

      セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　
 【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

      該当事項はありません。

　
 【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

      該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

（１）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

(ア)親会社及び主要株主等

前連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)

種類
会社等
の名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関連当事者との

関係
取引の内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他
の関係
会社

東急建設㈱
東京都

渋谷区
16,354建設業

(被所有)

直接 15.9%

役員の兼任

工事の請負
完成工事高 2,234

完成工事

未収入金
450

当連結会計年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日)

種類
会社等
の名称又は
氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関連当事者との

関係
取引の内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他
の関係
会社

東急建設㈱
東京都

渋谷区
16,354建設業

(被所有)

直接 15.9%

役員の兼任

工事の請負
完成工事高 2,323

完成工事

未収入金
311

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１ 工事の請負については、工事ごとに見積額を提示したうえで、一般取引先と同様の条件で決定されておりま

す。

 ２ 上記取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

　

(イ）兄弟会社等

前連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)

種類

会社等

の名称又は

氏名

所在地

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内容

又は職業

議決権等

の所有

(被所有)割合

(％)

関連当事者との

関係
取引の内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

その他

の関係

会社の

子会社

東急ファイ

ナンスアン

ドアカウン

ティング㈱

東京都

渋谷区
280

東急グルー

プに対する

金銭の貸

付・受入等

― 運転資金の貸借
資金の貸付

受取利息

2,422

0
短期貸付金 2,422

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１ 資金管理を東急グループ全体で統合管理するキャッシュマネジメントシステムに係るものであり、期末残高

を記載しております。

 ２ 利率については市場金利を勘案して合理的に決定しております。

当連結会計年度(自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日)

種類

会社等

の名称又は

氏名

所在地

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内容

又は職業

議決権等

の所有

(被所有)割合

(％)

関連当事者との

関係
取引の内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

その他

の関係

会社の

子会社

東急ファイ

ナンスアン

ドアカウン

ティング㈱

東京都

渋谷区
280

東急グルー

プに対する

金銭の貸

付・受入等

― 運転資金の貸借
資金の貸付

受取利息

3,914

0
短期貸付金 ―

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１ 資金管理を東急グループ全体で統合管理するキャッシュマネジメントシステムに係るものであり、取引金額

については、期中平均残高を記載しております。

 ２ 利率については市場金利を勘案して合理的に決定しております。

　
（２）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

          該当事項はありません。

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

      該当事項はありません。

EDINET提出書類

世紀東急工業株式会社(E00176)

有価証券報告書

 72/106



　

(１株当たり情報)

　

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

１株当たり純資産額 31.50円 51.34円

１株当たり当期純利益金額 10.54円 19.36円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

7.19円 16.00円

(注) １  １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

　
前連結会計年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

１株当たり当期純利益金額 　 　

  当期純利益（百万円） 1,886 3,705

  普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

  普通株式に係る当期純利益(百万円) 1,886 3,705

  普通株式の期中平均株式数(千株) 179,010 191,333

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 　 　

  当期純利益調整額（百万円) ― ―

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の
算定に用いられた普通株式増加数(千株)

83,148 40,240

  （うちＡ種優先株式） (40,376) (33,381)
  （うちＢ種優先株式） (42,771) (6,858)

２  １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当連結会計年度

（平成25年３月31日）

純資産の部の合計額(百万円) 8,801 11,344

純資産の部の合計額から控除する金額
（百万円）

2,915 1,750

（うち優先株式払込金額）(百万円) (2,915) (1,750)

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 5,886 9,594

１株当たり純資産額の算定に用いられた普
通株式の数（千株）

186,865 186,861

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　
【借入金等明細表】

　

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 9 9 0.02 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 8,650 500 0.90 ―

１年以内に返済予定のリース債務 ― ― ─ ─

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

― 4,500 0.90平成26年～平成30年

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く)

― ― ─ ─

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 8,659 5,009 ― ―

(注) １ 「平均利率」については、期末借入残高に対する加重平均利率を記載しております。

２ 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年以内における１年ごとの返済予定額

の総額

　

区分
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 1,000 1,000 1,000 1,500

　
【資産除去債務明細表】

  当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期
首及び当連結会計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を
省略しております。
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(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (百万円) 13,791 27,868 45,356 75,602

税金等調整前四半期
(当期)純利益金額又
は税金等調整前四半
期純損失金額(△)

(百万円) △313 575 1,870 3,474

四半期(当期)純利益
金額又は四半期純損
失金額(△)

(百万円) △336 467 1,769 3,705

１株当たり四半期
(当期)純利益金額又
は１株当たり四半期
純損失金額(△）

(円) △1.75 2.43 9.23 19.36

　

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期
純利益金額又は
１株当たり四半期
純損失金額(△)

(円) △1.75 4.19 6.84 10.17
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 754 2,522

受取手形 ※６
 705

※６
 786

完成工事未収入金 ※１
 10,402

※１
 11,965

売掛金 ※１
 6,805

※１
 7,192

販売用不動産 4 3

未成工事支出金 ※５
 8,486

※５
 5,315

材料貯蔵品 352 324

短期貸付金 2,439 9

前払費用 83 91

繰延税金資産 － 378

未収入金 1,539 1,423

信託受益権 1,151 1,030

ファクタリング債権 868 1,069

その他 41 111

貸倒引当金 △88 △57

流動資産合計 33,548 32,169

固定資産

有形固定資産

建物 ※２
 4,243

※２
 4,249

減価償却累計額 △3,090 △3,146

建物（純額） 1,153 1,103

構築物 2,237 2,205

減価償却累計額 △1,814 △1,830

構築物（純額） 422 374

機械及び装置 12,907 12,944

減価償却累計額 △11,500 △11,456

機械及び装置（純額） 1,407 1,487

車両運搬具 215 219

減価償却累計額 △202 △204

車両運搬具（純額） 12 14

工具器具・備品 896 939

減価償却累計額 △824 △818

工具器具・備品（純額） 71 121

土地 ※２
 11,657

※２
 11,471

有形固定資産合計 14,724 14,572
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

無形固定資産

借地権 27 27

電話加入権 31 31

その他 24 57

無形固定資産合計 83 116

投資その他の資産

投資有価証券 238 253

関係会社株式 163 163

長期貸付金 17 75

破産更生債権等 ※４
 886

※４
 813

ゴルフ会員権 74 74

その他 347 308

貸倒引当金 ※４
 △907

※４
 △850

投資その他の資産合計 821 838

固定資産合計 15,629 15,528

資産合計 49,178 47,697

EDINET提出書類

世紀東急工業株式会社(E00176)

有価証券報告書

 77/106



(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形 ※６
 8,076

※６
 8,817

工事未払金 8,893 8,478

買掛金 4,377 4,716

短期借入金 ※2, ※3
 9,060

※2, ※3
 1,030

未払金 131 399

未払費用 244 292

未払法人税等 66 182

未成工事受入金 4,914 3,101

預り金 42 41

完成工事補償引当金 226 142

工事損失引当金 ※５
 375

※５
 368

賞与引当金 364 465

営業外支払手形 79 73

その他 37 360

流動負債合計 36,889 28,470

固定負債

長期借入金 － ※2, ※3
 4,500

退職給付引当金 3,928 3,977

繰延税金負債 4 3

長期預り金 18 18

その他 70 64

固定負債合計 4,021 8,564

負債合計 40,911 37,034
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,000 2,000

資本剰余金

資本準備金 500 500

資本剰余金合計 500 500

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 5,784 8,165

利益剰余金合計 5,784 8,165

自己株式 △20 △20

株主資本合計 8,264 10,644

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 3 18

評価・換算差額等合計 3 18

純資産合計 8,267 10,662

負債純資産合計 49,178 47,697
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

売上高

完成工事高 43,883 53,159

製品売上高 19,484 21,304

売上高合計 63,367 74,464

売上原価

完成工事原価 ※１
 41,532

※１
 50,171

製品売上原価 ※２
 15,954

※２
 17,645

売上原価合計 57,487 67,817

売上総利益

完成工事総利益 2,350 2,988

製品売上総利益 3,529 3,658

売上総利益合計 5,879 6,646

販売費及び一般管理費

役員報酬 90 103

従業員給料手当 1,806 1,412

賞与引当金繰入額 118 114

退職給付費用 286 269

法定福利費 321 258

福利厚生費 81 79

修繕維持費 20 24

事務用品費 102 99

通信交通費 267 223

動力用水光熱費 15 14

調査研究費 235 130

広告宣伝費 30 34

貸倒引当金繰入額 16 △8

交際費 67 42

寄付金 3 1

地代家賃 76 73

減価償却費 28 28

租税公課 117 141

保険料 12 14

雑費 94 73

販売費及び一般管理費合計 ※３
 3,793

※３
 3,130

営業利益 2,086 3,516
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

営業外収益

受取利息 1 2

受取配当金 5 6

土地賃貸料 18 17

業務委託料 6 6

貸倒引当金戻入額 19 4

雑収入 19 21

営業外収益合計 ※４
 69

※４
 57

営業外費用

支払利息 140 114

シンジケートローン組成費用 － 72

雑支出 32 38

営業外費用合計 173 225

経常利益 1,982 3,348

特別利益

固定資産売却益 ※５
 15

※５
 0

子会社株式売却益 48 －

受取補償金 72 170

補助金収入 46 －

特別利益合計 182 170

特別損失

固定資産売却損 ※６
 314

※６
 0

固定資産除却損 ※７
 23

※７
 9

減損損失 － ※８
 236

その他 3 1

特別損失合計 341 247

税引前当期純利益 1,823 3,271

法人税、住民税及び事業税 4 92

法人税等調整額 － △378

法人税等合計 4 △286

当期純利益 1,819 3,558
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【完成工事原価報告書】

　

　 　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

材料費 　 13,260 31.9 15,092 30.1

労務費 　 6,811 16.4 8,383 16.7

(うち労務外注費) 　 (6,549)(15.8) (7,989)(15.9)

外注費 　 11,635 28.0 14,784 29.5

経費 　 9,825 23.7 11,910 23.7

(うち人件費) 　 (4,291)(10.3) (4,974)(9.9)

計 　 41,532100.0 50,171100.0

(注) １　原価計算の方法は、個別原価計算を採用しております。

２　工事機械の減価償却費、修繕費及び管理に要する諸費用並びに社員給料は予定配賦によって経費に計上し、そ

れによって生ずる原価差額は一定の基準により完成及び未成工事に按分配賦しております。

　

【製品等製造原価報告書】

　

　 　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

材料費 　 6,860 29.6 7,606 29.4

労務費 　 284 1.3 266 1.1

経費 　 15,999 69.1 17,977 69.5

(うち人件費) 　 (1,253)(5.4) (1,427)(5.5)

当期総製造費用 　 23,144100.0 25,849100.0

内部振替原価 　 7,233　 8,221　

当期製品製造原価 　 15,911　 17,628　

不動産事業売上原価 　 43　 17　

計 　 15,954　 17,645　

(注) １　原価計算の方法は、製品原価については実際原価による単純総合原価計算を、不動産事業原価については個別

原価計算を採用しております。

２　内部振替原価は、当社の請負工事に使用した製品の実際原価をもって振替えたものであります。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 2,000 2,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,000 2,000

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 500 500

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 500 500

資本剰余金合計

当期首残高 500 500

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 500 500

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 5,584 5,784

当期変動額

当期純利益 1,819 3,558

自己株式の処分 △0 －

自己株式の消却 △1,620 △1,177

当期変動額合計 199 2,381

当期末残高 5,784 8,165

利益剰余金合計

当期首残高 5,584 5,784

当期変動額

当期純利益 1,819 3,558

自己株式の処分 △0 －

自己株式の消却 △1,620 △1,177

当期変動額合計 199 2,381

当期末残高 5,784 8,165

自己株式

当期首残高 △19 △20

当期変動額

自己株式の取得 △1,620 △1,177

自己株式の処分 0 －

自己株式の消却 1,620 1,177

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △20 △20

EDINET提出書類

世紀東急工業株式会社(E00176)

有価証券報告書

 83/106



(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
　至 平成25年３月31日)

株主資本合計

当期首残高 8,064 8,264

当期変動額

当期純利益 1,819 3,558

自己株式の取得 △1,620 △1,177

自己株式の処分 0 －

自己株式の消却 － －

当期変動額合計 199 2,380

当期末残高 8,264 10,644

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 2 3

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

1 14

当期変動額合計 1 14

当期末残高 3 18

評価・換算差額等合計

当期首残高 2 3

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

1 14

当期変動額合計 1 14

当期末残高 3 18

純資産合計

当期首残高 8,066 8,267

当期変動額

当期純利益 1,819 3,558

自己株式の取得 △1,620 △1,177

自己株式の処分 0 －

自己株式の消却 － －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1 14

当期変動額合計 200 2,395

当期末残高 8,267 10,662
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

①  時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定)

②  時価のないもの

移動平均法による原価法

　

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 未成工事支出金及び販売用不動産

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2) 材料貯蔵品

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

　
３　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産 (リース資産を除く)

定率法

  ただし、平成10年４月１日以降の新規取得の建物(建物附属設備を除く)については、定額法によって

おります。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ７～50年

機械装置 ５～７年

(2) 無形固定資産 (リース資産を除く)

定額法

  なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっ

ております。

(3) リース資産

  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法を採用しております。なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
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４　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

  売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等の特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 完成工事補償引当金

  完成工事のかし担保等の費用に充てるため、当事業年度及び過年度の実績率を基礎に将来の支出見

込みを勘案して計上しております。

(3) 工事損失引当金

  工事受注契約に係る将来の損失に備えるため、当期末における工事受注契約に係る損失見込額を計

上しております。

(4) 賞与引当金

従業員の賞与支給に備えて、当期の負担すべき支給見込額を計上しております。

(5) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。

  なお、会計基準変更時差異(1,769百万円)については、15年による按分額を費用処理しております。

  過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(13年)による定額法に

より費用処理しております。

  数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数(10

年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期より費用処理しております。

　
５　収益及び費用の計上基準

完成工事高の計上基準

(1) 当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準（工事の進捗度の見積りは原価比例法）

(2) その他の工事

工事完成基準

　

６　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

(2) 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。
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(貸借対照表関係)

※１  関係会社に対するものは、次のとおりであります。

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

完成工事未収入金 489百万円 424百万円

売掛金 790 706

短期借入金 410 530

　
※２  担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

建物 445百万円 444百万円

土地 9,074 9,074

計 9,519 9,518

　

担保付債務は、次のとおりであります。

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

１年以内返済予定の長期借入金 8,650百万円 500百万円

長期借入金 ― 4,500

計 8,650 5,000

　

※３  当社は平成22年３月に株式会社三菱東京UFJ銀行をアレンジャーとするシンジケートローン契約を締

結しておりましたが、平成25年３月に同行をアレンジャーとする総額8,000百万円（うちタームローン

5,000百万円、コミットメントライン3,000百万円）のシンジケートローン契約を再締結しております

（ただし、平成25年３月31日現在、コミットメントラインは未使用）。

当該シンジケートローン契約には、以下の財務制限条項が付されております。

①平成25年３月期以降の各決算期の期末日の貸借対照表及び連結貸借対照表における純資産の部の金

額を、当該決算期の直前の決算期または平成24年３月期の期末日の貸借対照表及び連結貸借対照表

における純資産の部の金額のいずれか大きい方の75％以上にぞれぞれ維持すること。

②平成25年３月期以降の損益計算書及び連結損益計算書において、２期連続して経常損失を計上しな

いこと。

③平成25年３月期以降の損益計算書及び連結損益計算書において、２期連続して当期純損失を計上し

ないこと。

④平成25年３月期以降の連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書に係る

トータル・レバレッジ・レシオを15.0以下にそれぞれ維持すること。

  なお、上記、財務制限条項については、会計基準の変更があった場合には、当該変更による影響について

全当事者で協議することとなっております。

      当事業年度末におけるタームローン残高は次のとおりであります。

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

　 8,650百万円 5,000百万円
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※４  債権の全額に貸倒引当金を設定している「破産更生債権等」については、当該引当金から以下のとお

り直接減額しております。

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

　 12,121百万円 1,096百万円

　
※５  たな卸資産及び工事損失引当金の表示

  損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と工事損失引当金は、相殺せず両建てで表示

しております。損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金のうち、工事損失引当金に対応す

る額は、以下のとおりであります。

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

工事損失引当金に対応する
未成工事支出金

365百万円 128百万円

　
※６  当事業年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

  なお、当事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の当事業年度末日満期手形が当事業年度末残

高に含まれております。

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

受取手形 2百万円 ―百万円

支払手形 56 61
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(損益計算書関係)

※１  完成工事原価に含まれる工事損失引当金繰入額は、次のとおりであります。

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

　 375百万円 163百万円

　
※２  期末の棚卸資産は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、棚卸資産評価損は次のとおり含まれ

ております。

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

製品売上原価 18百万円 7百万円

　
※３  一般管理費に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

　 259百万円 267百万円

　
※４  関係会社との取引により発生した営業外収益の合計が営業外収益の総額の100分の10を超えており、そ

の金額は次のとおりであります。

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

営業外収益 9百万円 9百万円

　
※５  固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

機械及び装置 15百万円 0百万円

　

※６  固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

建物 130百万円 ―百万円

土地 182 ―

その他 1 0

計 314 0
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※７  固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

建物 3百万円 1百万円

構築物 2 1

機械及び装置 17 6

その他 0 0

計 23 9

　

※８  当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

  以下の資産または資産グループについて減損損失を計上しております。

用途 種類 場所 金額

事業用資産
建物、構築物、機械及び装置、
車両運搬具、工具器具・備品、
土地

北海道他 236百万円

  当社は、他の資産または資産グループのキャッシュ・フローから概ね独立したキャッシュ・フローを

生み出す最小の単位に拠って資産のグルーピングを行っております。当事業年度において収益性が著し

く低下した資産または資産グループについて、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額236百万

円を減損損失として特別損失に計上しております。その内訳は、建物12百万円、構築物4百万円、機械及び

装置28百万円、車両運搬具2百万円、工具器具・備品0百万円、土地186百万円であります。

  なお、当該資産または資産グループの回収可能価額は、使用価値により測定しております。また、使用価

値の算定に当たっては、将来キャッシュ・フローを2.0％で割引いて算定しております。
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 201,498 4,918 150 206,266

Ａ種優先株式（株） ― 1,000,000 1,000,000 ―

Ｂ種優先株式（株） ― 8,000,000 8,000,000 ―
　

    （変動事由の概要）

   (1) 普通株式の増減数の内訳は、次の通りであります。

         単元未満株式の買取りによる増加      4,918株

         単元未満株式の買増請求による減少      150株

   (2) Ａ種優先株式及びＢ種優先株式の増減数の内訳は、次の通りであります。

         取得による増加              9,000,000株

         消却による減少              9,000,000株

　

当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 206,266 4,556 ― 210,822

Ａ種優先株式（株） ― 500,000 500,000 ―

Ｂ種優先株式（株） ― 1,830,000 1,830,000 ―
　

    （変動事由の概要）

   (1) 普通株式の増加数の内訳は、次の通りであります。

         単元未満株式の買取りによる増加      4,556株

   (2) Ａ種優先株式及びＢ種優先株式の増減数の内訳は、次の通りであります。

         取得による増加              2,330,000株

         消却による減少              2,330,000株

　

(リース取引関係)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

該当ありません。

 

２　オペレーティング・リース取引

該当ありません。
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(有価証券関係)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

(注)  時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額

　 　 (単位：百万円)

区分 平成24年３月31日 平成25年３月31日

子会社株式 156 156

関連会社株式 7 7

計 163 163

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「子会社株式及

び関連会社株式」には含めておりません。

　

(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

繰延税金資産 　 　

貸倒引当金 1,178百万円 512百万円

退職給付引当金 1,400 1,424

長期販売用会員権評価損 196 ―

投資有価証券評価損 85 85

ゴルフ会員権評価損 151 151

子会社株式評価損 85 85

減損損失 797 740

賞与引当金 138 176

工事損失引当金 142 139

繰越欠損金 11,876 9,892

その他 184 261

繰延税金資産小計 16,235 13,470

評価性引当額 △16,235 △13,092

繰延税金資産合計 ― 378

　 　 　

繰延税金負債 　 　

資産除去債務等 4百万円 3百万円

繰延税金負債合計 4 3

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

　
前事業年度

(平成24年３月31日)
当事業年度

(平成25年３月31日)

法定実効税率 40.7％ 38.0％

(調整) 　 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.8 1.0

住民税均等割等 3.7 2.0

連結納税適用による受領額 △3.0 △1.3

評価性引当額 △42.4 △47.9

その他 △0.5 △0.6

税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.3 △8.8
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(１株当たり情報)

　

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

１株当たり純資産額 28.64円 47.70円

１株当たり当期純利益金額 10.17円 18.60円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

6.94円 15.37円

(注) １  １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

　
前事業年度

(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

当事業年度
(自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日)

１株当たり当期純利益金額 　 　

  当期純利益（百万円） 1,819 3,558

  普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

  普通株式に係る当期純利益(百万円) 1,819 3,558

  普通株式の期中平均株式数(千株) 179,010 191,333

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 　 　

  当期純利益調整額（百万円) ― ―

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の
算定に用いられた普通株式増加数(千株)

83,148 40,240

  （うちＡ種優先株式） (40,376) (33,381)
  （うちＢ種優先株式） (42,771) (6,858)

２  １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）

純資産の部の合計額(百万円) 8,267 10,662

純資産の部の合計額から控除する金額
（百万円）

2,915 1,750

（うち優先株式払込金額）(百万円) (2,915) (1,750)

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 5,352 8,912

１株当たり純資産額の算定に用いられた普
通株式の数（千株）

186,865 186,861

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

投資有価
証券

その他有
価証券

関西国際空港㈱ 2,040 102

シンレキ工業㈱ 70,000 45

㈱三菱UFJフィナンシャル・グ
ループ

47,250 26

㈱みずほフィナンシャルグルー
プ

127,727 25

中部国際空港㈱ 506 25

中日本ロード・メンテナンス東
京㈱

116 12

北世建設㈱ 10,800 6

世新建設運輸㈱ 4,000 2

十日町舗材㈱ 40 2

㈱日本グリーンリサイクル 40 2

他11銘柄 10,572 5

小計 273,091 253

計 273,091 253
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 4,243 52
46
(12)

4,249 3,146 88 1,103

　構築物 2,237 12
44
(4)

2,205 1,830 53 374

　機械及び装置 12,907 456
419
(28)

12,944 11,456 331 1,487

　車輌運搬具 215 6
2
(2)

219 204 2 14

　工具器具・備品 896 66
22
(0)

939 818 14 121

　土地 11,657 ―
186
(186)

11,471 ― ― 11,471

有形固定資産計 32,157 594
722
(236)

32,029 17,456 490 14,572

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　借地権 27 ― ― 27 ― ― 27

　電話加入権 31 0 ― 31 ― ― 31

　その他 38 43 1 81 23 10 57

無形固定資産計 97 43 1 140 23 10 116

長期前払費用 30 0 30 0 0 0 0

(注) １　「当期減少額」欄の(  )内は内書きで、減損損失の計上額であります。

２　当期償却額490百万円は工事原価に100百万円、製品等製造原価に361百万円、販売費及び一般管理費に28百万円

計上しております。

３　長期前払費用は、契約期間等にもとづき均等額を償却しております。また、貸借対照表においては、投資その他

の資産の「その他」に含まれております。

４　機械及び装置の当期増加額の主なものは、アスファルトフィニッシャー等によるものであります。

      

【引当金明細表】

　

区分
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 996 140 133 95 907

完成工事補償引当金 226 32 20 95 142

工事損失引当金 375 163 170 ― 368

賞与引当金 364 465 364 ― 465

(注) １　貸倒引当金の「当期減少額(その他)」95百万円は、洗替による戻入額89百万円及び回収等による戻入額6百万

円であります。なお、貸倒引当金の「当期減少額（目的使用）」133百万円には、債権額の全額に貸倒引当金

を設定した破産更生債権等について、当期償却処理した11,020百万円を含めておりません。

２　完成工事補償引当金の「当期減少額（その他）」は、見込額の減少によるものであります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

(イ)現金預金

　

区分 金額(百万円)

現金 14

預金

普通預金 2,483

別段預金 24

計 2,507

合計 2,522

　

(ロ)受取手形

(a) 相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

親和興業㈱ 28

㈱可茂道路 26

日工建設㈱ 22

宮浦興業㈱ 21

㈱道路資材 21

その他 666

計 786

　

(b) 決済月別内訳

　

決済月 金額(百万円) 決済月 金額(百万円)

平成25年４月 30平成25年８月 64

        ５月 7 平成25年９月以降 3

        ６月 237　 　

        ７月 443 計 786

　

EDINET提出書類

世紀東急工業株式会社(E00176)

有価証券報告書

 96/106



　

(ハ)完成工事未収入金

(a) 相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

国土交通省関東地方整備局 1,405

中日本高速道路㈱ 1,255

国土交通省東北地方整備局 491

国土交通省中国地方整備局 329

東急建設㈱ 311

その他 8,172

計 11,965

　

(b) 完成工事未収入金滞留状況

　平成25年３月期計上額 11,957百万円

　平成24年３月期以前計上額 7

　計 11,965

　

(ニ)売掛金

(a) 相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

新世紀工業㈱ 700

金杉興業㈱ 74

福田道路㈱ 64

青野建設㈱ 54

泰平建設㈱ 39

その他 6,258

計 7,192

　
(b) 売掛金発生及び回収並びに滞留状況

　

当期首残高
(百万円)
(Ａ)

当期発生高
(百万円)
(Ｂ)

当期回収高
(百万円)
(Ｃ)

当期末残高
(百万円)
(Ｄ)

回収率(％)
 

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
 

｛(Ａ)＋(Ｄ)｝÷2
(Ｂ)÷365

6,805 22,347 21,960 7,192 75.3 114.3

(注)　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。
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(ホ)販売用不動産
　

地域 面積(㎡) 金額(百万円)

中国 1,461.32 2

北海道 1,428.00 1

計 2,889.32 3

　

(ヘ)未成工事支出金
　

当期首残高
(百万円)

当期支出高
(百万円)

完成工事原価へ振替額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

8,486 47,000 50,171 5,315

(注)　期末残高の内訳は次のとおりであります。

材料費 1,695百万円

労務費 915

外注費 1,308

経費 1,396

計 5,315

　

(ト)材料貯蔵品

　砕石・砂等 116百万円

　アスファルト・重油等 157

　その他 50

　計 324
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②　負債の部

(イ)支払手形

(a) 相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

エムシー・エネルギー㈱ 524

ニチレキ㈱ 442

鹿島道路㈱ 314

㈱ジェイエック 200

前田道路㈱ 178

その他 7,157

計 8,817

　

(b) 決済月別内訳

　

決済月 金額(百万円)

平成25年４月 3,359

        ５月 2,958

        ６月 2,378

        ７月 120

        ８月 1

計 8,817

　

(ロ)工事未払金

　

相手先 金額(百万円)

ユナイト㈱ 147

㈱イマックス 93

西尾レントオール㈱ 81

㈱ミカミメカニック 76

日特建設㈱ 74

その他 8,003

計 8,478

　

EDINET提出書類

世紀東急工業株式会社(E00176)

有価証券報告書

 99/106



　

(ハ)買掛金
　

相手先 金額(百万円)

ニチレキ㈱ 379

新世紀工業㈱ 182

㈱ジェイエック 134

エムシー・エネルギー㈱ 131

コスモ石油販売㈱ 130

その他 3,757

計 4,716
　

　 　
(ニ)長期借入金

　

借入先 金額(百万円)

㈱三菱東京UFJ銀行 1,350

㈱みずほコーポレート銀行 1,282

㈱三井住友銀行 1,116

その他 751

計 4,500

　

(ホ)未成工事受入金
　

当期首残高 
(百万円)

当期受入高
(百万円)

完成工事高等への振替額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

4,914 41,985 43,798 3,101

(注) 完成工事高等への振替額には消費税等が含まれております。

　

(ヘ)退職給付引当金
　

区分 金額(百万円)

未積立退職給付債務 5,297

会計基準変更時差異の未処理額 △235

未認識数理計算上の差異 △1,256

未認識過去勤務債務(債務の減額) 172

計 3,977

　
(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 株券を発行する旨の定款の定めはありません。

剰余金の配当の基準日 ３月31日、９月30日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え （Ａ種優先株式） 

　　取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社

　　取次所 三井住友信託銀行株式会社　全国各支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 ―

単元未満株式の買取り、買増し 　

　　取扱場所
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号　三井住友信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取・買増手数料 無料

公告掲載方法
電子公告(http://www.seikitokyu.co.jp/koukoku/index.html)
なお、事故その他やむを得ない事由により電子公告による公告をすることができ
ない場合は日本経済新聞に掲載して行います。

株主に対する特典 ありません。

(注)　当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することはできません。

　会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

　会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

　株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利

  株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社に親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間において関東財務局長に提出した金融商品取引法

第25条第１項各号に掲げる書類は次のとおりであります。

　

(1) 
 
有価証券報告書
及びその添付書類、
有価証券報告書の
確認書

　

事業年度
(第63期)

自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日

　 平成24年６月28日
関東財務局長に提出。

(2)内部統制報告書
及びその添付書類

事業年度
(第63期)

自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日

　 平成24年６月28日
関東財務局長に提出。

(3) 四半期報告書、
四半期報告書の確認書

(第64期)
第１四半期

自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日

　 平成24年８月９日
関東財務局長に提出。

　 　 (第64期)
第２四半期

自　平成24年７月１日
至　平成24年９月30日

　 平成24年11月８日
関東財務局長に提出。

　 　 (第64期)
第３四半期

自　平成24年10月１日
至　平成24年12月31日

　 平成25年２月８日
関東財務局長に提出。

(4)臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第
９号の２（株主総会における議決権行使の結果）の
規定に基づく臨時報告書

　 平成24年７月２日
関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　

　

EDINET提出書類

世紀東急工業株式会社(E00176)

有価証券報告書

103/106



独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

　
平成25年６月27日

世紀東急工業株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　川　　井　　克　　之　㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　片　　桐　　春　　美　㊞

　
＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている世紀東急工業株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結

キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明

細表について監査を行った。

　
連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証

を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査

手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ

いて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな

いが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸

表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその

適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討するこ

とが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、世紀東急工業株式会社及び連結子会社の平成25年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、世紀東急工業株式

会社の平成25年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　
内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる

財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない

可能性がある。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る

内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法

人に内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき内部統制監査を実施することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠

を入手するための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼

性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制

の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示

を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、世紀東急工業株式会社が平成25年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると

表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の

評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上
　

 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

　
平成25年６月27日

世紀東急工業株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人 　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　川　　井　　克　　之　㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　片　　桐　　春　　美　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている世紀東急工業株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第64期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明

細表について監査を行った。

　
財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る

ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続

は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択

及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当

監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と

適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並

びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、世紀東急工業株式会社の平成25年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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